
「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」の提案募集結果 
（募集期間：平成25年６月15日（土）から７月５日（金）まで） 

○提案総数 ： ２１者 
 
○募集内容に対する提案件数 

① アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策 ［３件］ 
② 効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 ［６件］ 
③ デジタル方式の無線設備の低廉化 ［９件］ 
④ デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法 ［５件］ 
⑤ 今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途 ［５件］ 

 
※一の者で複数の案件の提案があるため、提案者数と件数は一致しない。 

※募集内容との関係が明示されていない提案は、内容を踏まえて事務局で振り分けた。 
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業陸班２－４ 



 分 類  名   称 提案区分 

① ② ③ ④ ⑤ その他 

無線機器製造メーカー、 
無線システム関連メー
カー 

日立国際電気(株) ● ● 

三菱電機(株) ● 

Ｈｙｔｅｒａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ Ｃｏ.,Ｌｔｄ ● ● 

日本電気(株) ● ● 

日本無線(株) ● 

バーテックススタンダードＬＭＲ合同会社 ● 

八重洲無線(株) ● ● 

アイコム(株) ● 

モトローラ・ソリューションズ(株) ● ● 

(株)情報システム総合研究所 ● 

ビーム計画設計(株) ● ● 

電気通信事業者 ソフトバンクモバイル(株) ● ● 

無線局ユーザー、 
ユーザー関連団体 

（一社）日本鉄道電気技術協会 ● 

関東鉄道協会 ● 

（一社）全国陸上無線協会 ● 

ＱｏＬセンシングネットワーク推進協議会 ● 

日本空港無線サービス(株)、アビコム・ジャパン(株)、関西国際空港情報通信

ネットワーク(株)、中部国際空港情報通信(株) 
● 

(一社)日本ガス協会 ● ● 

久米島町 ● 

国土交通省 ● 

個人 ● 



①アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策 

• 従来の個別専用波による方策ではなく、新たな自営系共用波の概念による周波数共用条件の
検討が有効と考える。 【(株)日立国際電気】 
 

• コグニティブ無線技術により、端末が電波の使用状況をダイナミックに認識し、未使用周波数を
利用することにより干渉を低減。 【日本電気(株)】 
 

• デジタル無線機がアナログ波に対するキャリアセンス機能を具備することによる混信防止、ＢＥＲ
により変調方式を変化させる階層型変調方式や周波数インターリーブ機能の活用によって混信
を軽減。 【ビーム計画設計(株)】 
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②効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 

• 防災時に市町村間で迅速に広域連携できるように、全国一律の同一システムで災害に強いシス
テムを導入する。 

「一般業務用」として移動体通信事業者等に２６０ＭＨｚ帯を割当て可能とし、市町村にネットワー
クを貸し出す仕組みを設ける。 【ソフトバンクモバイル(株)】 
 

• アナログ・デジタル共用機のスキャン機能を活用することにより、無理の無い移行を実現。 【Ｈｙ
ｔｅｒａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ Ｃｏ.,Ｌｔｄ】 

 
• デジタル化の普及促進に向け、現状の国内周波数配置を継承、尊重した方策が望ましい。  

また、デジタル化再更新を想定する場合においても、周波数の有効利用、従来の隣接共用条件、
移行時の経済性等の総合的な観点からも同様と考える。 【(株)日立国際電気】 
 

• デジタル移行のためにアナログ周波数帯を設定し、アナログ波を周波数変更により運用。 
【ビーム計画設計(株)】 
 

• アナログと同じ周波数でデジタル/アナログ両用機を導入し、全数が更新された時点でデジタル
に統一する。 【(一社)日本ガス協会】 
 

• アナログ無線局を他の帯域に移行しつつ、空いた周波数について段階的にデジタル方式を導入 
【モトローラ・ソリューションズ(株)】 
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③デジタル方式の無線設備の低廉化 

• 防災時に市町村間で迅速に広域連携できるように、全国一律の同一システムで災害に強いシス
テムの導入することを提案。 【ソフトバンクモバイル(株)】 

 
• １２.５ｋＨｚＴＤＭＡ方式は世界複数国での採用によるスケールメリットから価格優位性が享受でき

る。 【Ｈｙｔｅｒａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ Ｃｏ.,Ｌｔｄ】 
 

• ソフトウェア無線を活用することにより、共通のプラットフォームにアナログ方式及びデジタル方式
を実装することで、アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用、効率的な移行が可能となり、
更にコスト低減が可能。 【日本電気(株)】 
 

• 製造コストの削減および公平な競争が可能となる国際標準に準拠することが適当である。 【日
本無線(株)】 
 

• 世界標準で使用されているグローバルな標準規格での製造、及びグローバルスタンダードの製
品が導入できるような周波数再編を検討すべき。 【バーテックススタンダードＬＭＲ合同会社】 
 

• すでに世界標準となっており欧米各国で採用されているＤＭＲ、ＴＥＴＲＡ、ＡＰＣＯなどの製品が
日本の公共及び一般業務用に採用されることで子機の低廉化が促される。 【八重洲無線(株)】 
 

• 無線装置数が少なく高トラヒックに対応でき、かつ端末の省電力が期待できるＴＤＭＡ方式を基本
とし、インターオペラビリティを確保し拡張性に優れるシステムを導入するために、国際的な規格
のシステムの導入が可能となる技術的条件とすべき。 【日本空港無線サービス(株)、アビコム・
ジャパン(株)、関西国際空港情報通信ネットワーク(株)、中部国際空港情報通信(株)】 
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• 業務別の開発はコストがかさむため、一般業務用として統一の仕様で各メーカーが製造・販売す
る。 【(一社)日本ガス協会)】 
 

• 世界的かつ競争的市場が確立している標準規格の市場は世界で成長を続けることにより機器
の低廉化は促進することから、日本においてもグローバルススタンダードの製品を使えるよう検
討すべき。 【モトローラ・ソリューションズ(株)】 
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④デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法 

• テレメータ・テレコントロール（河川監視、水門制御・監視）用に、帯域幅を変更することで監視制
御用のデータ伝送と映像伝送が可能な無線システムについて提案。 【三菱電機(株)】 
 

• 業務用移動無線での廉価で効率的な静止画伝送システムについて提案。 【(株)情報システム
総合研究所】 
 

• 無線列車制御システムの開発による軌道回路レスと単線並行運転を目的とした新たな列車運
転システムの構築 【(一社)日本鉄道電気技術協会】 
 

• 国際ＶＨＦ、アマチュア無線のＤ－ＳＴＡＲ等で取り入れられているスキャン機能やワッチ機能によ
り、機能的で円滑な運用が図れる。 【アイコム(株)】 

 
• 画像伝送等のマルチメディア対応、携帯電話網とのディアルネットワーク対応、他機関ネットワー

クとの相互接続が可能となるソフトウェア無線技術などを可能とする「緊急自治体業務用無線」
への利用 【久米島町】 
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⑤今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途 

• 文字データ等を用いた運転指示を可能とする列車無線の高度化や誘導無線方式からの移行に
より、１５０ＭＨｚ帯における列車無線は、今後、需要・通信量が増加。 【関東鉄道協会】 
 

• デジタル簡易無線の需要はますます高まってくるものと考えられ、将来的には周波数がひっ迫
することも視野に入れ、周波数帯域の拡大は不可避 【(一社)全国陸上無線協会】 
 

• 登録局（デジタル簡易無線）は、従来業務用無線を使用してきた市場だけでなく、業務用無線機
のレンタルビジネス市場も含め大きな市場となっており、登録局の増加傾向に対応するために周
波数帯を増やすことが必要。 【八重洲無線(株)】 
 

• 近年の医療の高度化に伴い医療用テレメータの需要は増加しており、今後、双方向通信などに
よって信頼できる生体情報を伝送するためには専用周波数の拡充が必要不可欠。 【ＱｏＬセン
シングネットワーク推進協議会】 
 

• 既存のＫ-ＣＯＳＭＯＳ及びアナログＶＨＦシステムからの移行需要等を考慮すると、デジタル化に
よって狭帯域化したとしても多くの周波数が必要。 【国土交通省】 
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株式会社日立国際電気 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会 
陸上無線通信委員会 
業務用陸上無線システム作業班（第２回）  

  

「150/260/400MHz帯業務用移動無線の 
周波数有効利用」に関する提案意見 

業陸班２－４－１ 



１．意見提案の事項・提案骨子 

1 Copyright © Hitachi Kokusai Electric Inc. 2013. All rights reserved. 
Hitachi Kokusai Electric Inc. Proprietary  

➣アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策 
➣効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 

 

（１） １５０/４００ＭＨｚ帯における新たな周波数割当においては、
従来の個別専用波による方策以外に、免許波による新たな自
営系共用波の概念による周波数共用条件の検討が有効。 

 
（２） １５０/４００ＭＨｚ帯においては、デジタル化の普及促進に向

け、現状の国内周波数配置を継承、尊重した方策が望ましい。 
また、デジタル化再更新を想定する場合においても、周波数

の有効利用、従来の隣接共用条件、あるいは、移行時の経済
性等の総合的な観点から同様と考える。 
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２．共用・干渉低減策の事例（１） 
  ■アナログ・デジタル方式混在時の周波数共用の検討 

■150MHz帯の事例      
チャネル間隔： 

アナログ:20kHz 

デジタル:6.25kHz 

アナログ・デジタル方式の共用周波数割当の概念図 

●１５０ＭＨｚ帯デジタル簡易無線（ＤＣＲ）における周波数割当の事例  
 ✓チャネル間隔 
    アナログ方式： 20kHz、デジタル方式： 6.25ｋHz 
 ✓アナログ方式とデジタル方式に同一周波数を割当 
    異なる方式間でのキャリアモニタ（検出）機能を実現 （→干渉軽減） 

 
●現行の技術的条件・基準を踏まえた上で、このような周波数共用方法 
 も有効と考えられる。 
 ✓業務用無線（ＳＲ）においては、更なる干渉検討が必要 
 ✓アナログ・デジタルのデュアル方式の採用とは必ずしもリンクしない  



２．共用・干渉低減策の事例（２） 
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● D‐STBC方式による同一波干渉軽減システム  
      （デジタル列車無線システム） 
D-STBC: Differential Space-Time Block Coding (差動時空間ブロック符号)＝MIMO(送信ダイバーシチ)の一方式 
 

✓特長 ・従来規格や機器構成に対して最小限の変更で優れた効果を実現 
✓実績 ・フィールドにおける効果実証試験 
  

参考文献： V. Tarokh and H. Jafarkhani, “A differential detection scheme for transmit diversity,” IEEE Journal of Selected Areas Communications, 
Vol. 18, No.7, pp.1169-1174,(2000) 

基地局1  
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150／400MHz帯・空き周波数における効率的なデジタル移行方策 
■新たなシステム概念（自営系共用波）の導入検討 

３．効率的なデジタル移行の方法 

✓提案： 免許人単位の周波数割当 → 複数免許人に対して、共用波割当 
     によるシステム運用形態の導入 
 
 
 

✓期待される効果： 周波数割当における周波数有効利用の向上 
     （比較的簡便な無線システムに有効と想定される） 

免許人 １，２,・・・,5 

免許人 １，２,・・・,１０,・・・１５,・・・ (25) 

 

前提条件： 
免許人あたりの平均的な使用率＝１/５ 

周波数 
  f１ f２ f３   f４       ｆ５ 

自営系共用波の周波数割当の概念図 

（周波数と免許人が
１対１に対応） 

提案方式 従来方式 

・通信方式：  
 ２周波半複信／（２周波・１周波）単信方式）    
・アクセス方式： 6.25kHz /CH SCPCなど 



４．従来デジタル方式・基準の踏襲 
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■従来の狭帯域デジタル方式による継続的な周波数有効利用 
 

①  自営系無線の特長である専用波免許局（輻輳・干渉の軽減）に
よる音声・簡便なデジタル伝送などの高度化指向による無線シ
ステムの継続的導入が望ましい。 

②  周波数配置 
✓チャネル間隔： 6.25kHz／CHを主体、その他25ｋHz／CHなど 
✓送受信間隔（複信・半複信）： 原則、現状の周波数間隔の踏襲が 

   望ましい。  

③  変調方式・周波数共用条件 
✓移動系： 既存 π／4シフトQPSK、4値FSK方式の採用  

         （汎用化技術） 
✓周波数共用条件（同一周波数・隣接周波数）： 

原則、現行技術基準の踏襲が望ましい。 （有効性確保） 

  150／400MHz帯における基本的な考え方:  



 
１５０／２６０／４００ＭＨｚ帯 

業務用移動無線の周波数有効利用 
についての提案 

日本電気株式会社 

２０１３年８月２７日 

業陸班２－４－２ 
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概要 

 災害対処現場における、異組織間での情報共有やアドホックネットワークを用いた、 
  基地局に依存しない通信手段の確保 
 安心安全社会実現のために、災害情報や安否情報等の住民サービスを迅速に提供する 

防災無線の重要性の高まりと高度利用への期待   
 業務用移動無線方式に対し、画像・位置データなどの広帯域データ通信のニーズ拡大 

広帯域データ通信 

多機能な 
自営無線通信網 

ソフトウェア無線 

コグニティブ無線 

アドホックネットワーク 

デジタル移行時の 
コスト低減 

ニーズ 
異組織間情報共有 

技術 

⇒多品種な業務用無線方式の 
  H/W統合による無線設備低廉化 

⇒空き周波数自動選択による 
    運用性・周波数利用効率向上 

⇒端末間ネットワーク構築・維持 
   によるネットワーク信頼性向上 

普及に向けた課題 
   ・技術基準・規定の策定 
  ・実用化／実用性向上に向けた技術開発の加速 
  ・実証実験による課題の抽出と解決 

背景：近年、デジタル・アナログ通信をはじめ、一つのハードウェアで種々の通信方式に対応できる 
     多機能無線機などの無線技術の高度化が実現されてきている 
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広帯域 

高周波回路 

  ソフトウェア無線とは 

（１） マルチバンド、マルチモード、マルチチャネル 

    の無線機 

（２） ソフトウェアのダウンロードによる 

    機能・性能の拡張性 

（３） ソフトウェア標準化 

リアルタイムＯＳ 

ミドルウェア 

通信 

ソフトウェア 

(VHF-FM) 

HF-SSB, 
VHF-FM, 
UHF-AM・・・ 

ダウンロード 

通信 

ソフトウェア 

(UHF-AM) 

ソフトウェア無線機の特徴 

（１） 低コスト化 

    ・ハードウェア構成の低減 
    ・ソフトウェア再利用による開発コスト低減  
（２） 小型・軽量化 
（３） 異種ネットワークとの相互通信性の向上 
（４） 技術の進展に対応 

ソフトウェア無線機適用の効果 

計算機ﾊｰﾄﾞｳｪｱ（CPU） 

VHF帯 

UHF帯 

 ソフトウェア無線機とは、ソフトウェアで通信処理を行うことにより、無線通信を実現するもので、
ハードウェアに変更を加えることなく、ソフトウェアにより機能性能の変更が可能な無線機である。 
さらに、ハードウェアを共通化することによる、無線機の低廉化を図ることができる。 

※現状のＣＰＵの処理能力では 
高周波を直接信号処理できない 
ので、当面は高周波回路が必要。 
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  ソフトウェア無線の例 

デジタル消防無線（SDR） 
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コグニティブ無線 

無線機が、割り当てられているが使われていない
周波数“White Space”を検知し、既存システムに
干渉を与えず使用。 

無線機が、複数の既存通信システムをセンシング
し、状況に応じ最適なものを選択して使用。 
既存システムの利用効率を向上。 

周辺の電波環境や利用者のニーズを認知し、利用する通信方式を自律的に最適化する 
無線通信制御技術。 

周波数共用型 ヘテロジニアス型 

【効果】 
 電源投入のみで最適な無線通信方式を自動選択し即利用可能 
 既存無線通信システムと干渉を起こさず同時運用可能 
 通信網の抗たん性を強化可能 
 リアルタイムデータから大容量データまで多種多様なデータを効率的に通信可能 

図出典：NICT殿公開資料に加筆 
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ＯＬＳＲｖ２ Proactive型 非通信時に情報交換してルーティング
を決定する方式 

ＤＹＭＯ Reactive型 
通信開始時にルーティングを検索・決定
する方式 

アドホック(ad-hoc)ネットワークとは？ 

１．アクセスポイント(AP)が不要 

２．無線で接続される端末のみでネットワークを構成 

アクセスポイント（基地局）に制約されない 
 動的なネットワークが構成可能 

技術課題 
 １．端末が移動したり電源が切られたりするため、端末相互間のリンクが不確実 
 ２．通信経路をどのように確保し、情報を転送するか 

移動端末での自律的なネットワーク構成の実現のため、種々のルーティング 
プロトコルが提案されたが、インターネット関連の標準化組織 IETF（Internet 
Engineering Task Force）では以下２つのプロトコルに絞られてきている。 

アドホックネットワーク 

実現方式 



普及に向けた課題 
  ・技術基準 規定の策定 

   ・実用化／実用性向上に向けた技術開発の加速 

    ・実証実験による課題の抽出と解決 
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普及に向けた課題 

ソフトウェア無線技術 
・H/W共通化による低廉化の検討 
・異組織間情報共有時の運用検討 
・ソフトワエア変更に適した認証の検討 

コグニティブ無線技術 
・実証実験による有効性検証 
・業務用無線のワイドバンド化の検討 

アドホックネットワーク技術 
・新たな基準、規定の制定 

業務用デジタル化促進 
さらなる有効利用 
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~ デジタル方式の無線設備の低廉化について ~ 

150/260/400MHz帯業務用移動無線の 
周波数有効利用に関する 

モトローラ・ソリューションズ㈱の提案 

情報通信審議会技術分科会 
陸上無線通信委員会 

業務用陸上無線システム作業班 
2013年8月27日 

モトローラ・ソリューションズ株式会社 

業陸班２－４－３ 
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１．デジタル方式の無線設備の低廉化について 

無線設備の低廉化には、安価に製造できる技術規格であることと同時に、規模
が大きく競争的環境となっている市場で用いられている標準規格の機器の利
用が大きく寄与します。 
 
150/400MHz帯のデジタル業務用無線機においては、公共的用途及び一般業
務用途において、ETSIのDMRやTETRA、TIAのAPCO P25などすでに世界

的且つ競争的市場が確立している標準規格があり更にその市場は世界で成
長を続けています。 
 
また、製品がその標準規格に準拠する限り、同規格が高度化されても、その技
術標準規格に準拠して多くの機器メーカーが製造を継続するため、競争的環
境、機器の低廉化を促進する環境は自ずと維持されます。 
 
日本の150/400MHz帯においてもユーザーがこれらのグローバルスタンダード

の低廉で且つ多様な製品を希望に応じて使えるよう、周波数割当を検討してい
くべきです。 
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２．グローバルスタンダードのシステム・製品を 
  日本国内の一般・公共業務用無線で利用 
  していただくための制度上の問題点について 

技術基準としては、TETRA, P25, DMR等のトランキングシステムについても 
狭帯域デジタル通信方式の無線局の無線設備として規定されている。 
（無線設備規則第57条の3の2） 
 
しかし、TETRAの場合、電波法関係審査基準の地域周波数利用計画策定 
基準一覧表においてTETRAに対応する周波数ペア（25kHzチャネル、送受 
間隔10MHz）がない。 
 
DMR、P25の場合、12.5kHzチャネルの割り当てが極めて少なく、特に関東 
においては新たな需要に対応できない。 
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TETRAシステムは世界117カ国で導入されている 

特にアジアパシフィックでは広く用いられている 

TETRAの世界の採用状況  

出典：TCCA (TETRA + Critical Communication Association)  
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世界で稼働中のシステム数は2,000以上 
 
端末累計出荷台数400万台超 
 2012年は新規及び機種更新で50万台超が出荷された。 
 2012年の出荷台数は2011年から12%の伸びである。 
 
ヨーロッパでは主たる市場はPublic Safetyとセキュリティーであることに変  
 わりがないが、ミッション・クリティカル以外のビジネスの場面で使われるな 
 ど用途の多様化がみられる。 
 
                                      （弊社調査） 
 

世界の稼働システム数、端末数  
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TETRA 機器メーカー 

（弊社調査） 



MOTOROLA, MOTO, MOTOROLA SOLUTIONS and the Stylized M Logo are trademarks or registered trademarks of Motorola Trademark Holdings, LLC 
and are used under license. All other trademarks are the property of their respective owners. © 2010 Motorola, Inc. All rights reserved.  

Motorola Solutions Japan Ltd. ⓒ2013, All rights reserved. 7 

世界で稼働中のシステム数は10,000以上 
 
世界の端末累計出荷台数250万台超  
 APCO, TETRAに比べ利用シーンが多目的で機器も安価であるた 
 め出荷台数の伸び率はこれらの２つに比較して高い。 
 
 
                                      （弊社調査） 
 

世界の稼働システム数、端末数  
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DMR 機器メーカー 

（弊社調査） 

http://www.selex-comms.com/en/
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P25システムは世界83カ国で導入されている 
P25の世界の採用状況  

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013  
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マルチベンダー ～ 競争的な調達源 
Project 25 では37のベンダーが機器とサービスを提供している 

15 の固定局・レ
ピータメーカー 

15 の端末メー
カー 

11 のコンソール
メーカー 

15 のネットワー
クプロバイダー 

5 の試験装置
メーカー 

PTIG Project 25 Industry List - March 2013 

PTIG Member O rganizations Fixed Stations 
& Repeaters

Mobile  & 
Portable  

Equipment & 
Subscribers

Consoles Networks Software Test 
Equipment

Systems 
Integration

Consultant 
Services

AECO M
AERO FLEX
AIRWAVE SO LUTIO NS
ANRITSU
AVTEC
CASSIDIAN CO MMUNICATIO NS
CATALYST CO MMUNICATIO NS
CISCO  SYSTEMS
CO BHAM AVIO NICS
CO DAN RADIO  - DANIELS
CYNERGYZE
DATRO N
DVSI
EF JO HNSO N TECHNO LO GIES
ETHERSTACK
FEDERAL ENGRG INC
GENESIS GRO UP
HARRIS CO RPO RATIO N
ICO M AMERICA
KENWO O D USA
MIDLAND RADIO
MO DUCO M
MO TO RO LA SO LUTIO NS
PANTEL INTERNATIO NAL
PO WERTRUNK
RADIO  CO MMUNICATIO NS SO LUTIO NS
RAYTHEO N CIVIL CO MMUNICATIO NS
RELM WIRELESS
SIMO CO  
SPECTRA ENGINEERING
TAIT RADIO
TECHNISO NIC
TELEX RADIO  DISPATCH
THALES CO MMUNICATIO NS
VERTEX STANDARD
WIRELESS PACIFIC
ZETRO N

37 15 15 11 15 5 5 15 5

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013  
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Project 25 関連機器メーカー 

             

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013  
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周波数割当に関係する各標準規格の規定 

～送受信周波数間隔など～ 

標準規格周波
数範囲 

送受信間隔 利用実績帯域 

P25 (Phase II) 規定なし 規定なし （注１） 

150MHz帯
400MHz帯 
800MHz帯 

TETRA 300MHz~1GHz 10MHz (注2） 
400MHz帯 
800MHz帯 

DMR (Tier III) 66~960MHz 規定なし 150MHz帯 
400MHz帯 

注１：800MHz帯については45MHz 
注２：ETSI標準規格にはある帯域において5MHz, 7MHz等がオプションとして 
    追加されているが、世界で実運用されている設備は10MHzのみ。 
    なお、800MHz帯においては45MHzである。 
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ご清聴ありがとうございました。 
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平成２５年８月２７日 
 

一般社団法人全国陸上無線協会 

１５０MHz帯及び４００MHz帯簡易無線局 
の現状と今後の動向 

情報通信審議会情報通信技術分科会陸上無線通信委員会 
業務用陸上無線システム作業班 第２回会合資料 

業陸班２－４－４ 
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Ⅰ 150MHz帯及び400MHz帯簡易無線局の概要 

１ 簡易無線局の特徴 

２ 簡易無線局の利用形態 

• 無線従事者の資格が不要 
  →無線局免許・登録のみで使用でき、手軽に利用可能。 

• 他の資格不要の無線システムと比較し高出力 
  →特定小電力無線局（出力10mW）と比べ、出力は1W～5W、郊外で２～３km程度の通信距離を確保。 

• １つの周波数帯を大人数で共用するため、周波数の利用効率が高い 
  →例：150MHz帯の簡易無線局にあっては、9ch（アナログ）を全国約13万局で共用。 

• 電気通信回線などの、他の通信ネットワークに依存しない自己完結性システム 
  →東日本大震災以降、企業・自治体から非常時の通信手段として見直されている。 

種類 免許局 登録局 

特徴 

・無線局の免許が必要 
・高出力(5W以下) 
・免許人以外の使用は不可 
・陸上での使用に限定 

・免許局と比べて簡易な「登録手続」にて利用可能 
・高出力(5W以下) 
・免許人以外でも使用可能 
・一部のものは上空でも使用可能(1W以下) 

利用シーン ・主に企業等における業務用通信 

・企業等における業務通信 
・免許人以外も利用できることから、イベント等において  
レンタル機器として利用 
・個人等におけるレジャー通信 

簡易無線局は、従来どおりの「免許局」と、簡便な手続で開設できる「登録局」の２通りがあり、登
録局はその制度が導入された平成20年以降、増加傾向にある。 

2 
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Ⅱ デジタル簡易無線局の現状 

３ デジタル化の状況とメリット 

周波数帯 
150MHz帯 350MHz帯 400MHz帯 

アナログ デジタル アナログ デジタル アナログ デジタル 

ch数 
(周波数
間隔×ch
数） 

20kHz 
間隔の 

9波 
(180kHz) 

6.25kHz 
間隔の 
28波 

(175kHz) 

12.5kHz 
間隔の 
18波 

(225kHz) 

6.25kHz 
間隔の 

5波 
(31.25kHz) 

6.25kHz 
間隔の 
30波 

187.5kHz) 

12.5kHz 
間隔の 
35波 

(437.5kHz) 

6.25kHz 
間隔の 
65波 

(406.25kHz) 

免許形態 免許局 免許局 登録局 免許局 

無線局数 約12.6万局 約300局 約7.8万局 約12.4万局 約43万局 約8.5万局 

備  考 

平成24.12～デジタル化 
 

アナログとデジタルが周
波数を共用して利用 

この周波数
の使用は平
成34年11
月30日まで 

上空使用可 この周波数の
使用は平成
34年11月30
日まで 

平成20.8～ 
デジタル化 
 

平成20.8～デジタル化 

一般的にアナログ方式とデジタル化を比較した場合のメリットとして… 
• 音質や秘話性能の向上 
• データ通信が可能(150MHz帯にあっては、計9chのデータ専用チャネル) 
• 占有周波数帯幅がアナログ方式の20kHz又は12.5kHz間隔から6.25kHz間隔となり、周波数

の有効利用 

簡易無線局におけるデジタル化の状況 

◇ 簡易無線局は、上記のほかに、27MHz帯、920MHz帯、950MHz帯、50GHz帯の電波を使用するものがある。 
（無線局数は平成24年度末現在の概数） 

3 
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Ⅲ 簡易無線局数の推移及び今後の需要予測 

4 簡易無線局数の推移及び需要予測 

0

200000

400000

600000

800000

1000000

1200000

400MHzデジタル 

350MHzデジタル 

150MHzデジタル 

400MHzアナログ 

350MHzアナログ 

150MHzアナログ 

アナログ簡易無線局 
• 400MHz帯のアナログ簡易無線局は増加傾

向 
• その他の周波数帯は減少傾向 
• 結果的にほぼ横ばいで推移 
 

デジタル簡易無線局 
• デジタル化を導入した平成20年度より、ほぼ

毎年倍増傾向にある 
• メーカーのデジタル化製品へのシフトにより

これまで以上の伸び率が期待 

デジタル簡易無線局数 
平成20年度末 

…約700局 
 
平成24年度末 

…約２０．９万局 
 
 4年で約300倍 

4 
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・ 無線機メーカーのアナログ簡易無線局からデジタル簡易無線局への生産シフト 

・ 免許制度と比べ、簡易な手続で利用可能な登録局制度の導入により、利用シーンの拡大 

・ 電波伝搬特性の優れた150MHz帯デジタル簡易無線局の市場投入による山間部などの利用拡大 

・ データ専用チャネルの導入による音声通信以外での利用シーンの拡大 

・ 災害時における連絡用としての利用の拡大 

・ 現在、総務省で検討している簡易無線局の海上利用による利用範囲の拡大 

Ⅳ 今後のデジタル簡易無線局のあり方 

 ５ 今後のデジタル簡易無線局のニーズ 

利用シーンの拡大に伴い、簡易無線局数の増加が見込まれるため、 

今後、デジタル簡易無線局の周波数ひっ迫の可能性が大きい。 

150MHz/400MHz帯において、デジタル簡易無線局用の周波数帯域の拡大が必要 

5 



「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」の
提案一覧

（募集期間：平成25年６月15日（土）から７月５日（金）まで）

業陸班２－４参考

分 類 名 称 ページ

無線機器製造メーカー、
無線システム関連メーカー

日立国際電気(株) 1

三菱電機(株) 2

Ｈｙｔｅｒａ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ Ｃｏ.,Ｌｔｄ 6

日本電気(株) 24

日本無線(株) 25

バーテックススタンダードＬＭＲ合同会社 26

八重洲無線(株) 27

アイコム(株) 29

モトローラ・ソリューションズ(株) 30

(株)情報システム総合研究所 41

ビーム計画設計(株) 50

電気通信事業者 ソフトバンクモバイル(株) 55

無線局ユーザー、
ユーザー関連団体

（一社）日本鉄道電気技術協会 57

関東鉄道協会 61

（一社）全国陸上無線協会 62

ＱｏＬセンシングネットワーク推進協議会 64

日本空港無線サービス(株)、アビコム・ジャパン(株)、関西
国際空港情報通信ネットワーク(株)、中部国際空港情報
通信(株)

73

(一社)日本ガス協会 76

久米島町 78

国土交通省 81

個人 82



平成２５年７月５日 

 

株式会社日立国際電気 

 

 

 

 

「１５０ＭＨｚ/２６０ＭＨｚ/４００ＭＨｚ帯業務用移動無線の周波数有効利用」 

についての提案について 

 

 貴局、益々ご盛栄の事とお慶び申し上げます。 

 平素は、格別なるご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 標記の件、平成２５年６月１４日募集開始されました『「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的

条件」（諮問第２０３３）のうち、「６０ＭＨｚ帯デジタル同報系防災行政無線の低廉化」及び１５０/２６

０/４００ＭＨｚ帯業務用移動無線の周波数有効利用」についての関係者からの提案募集』に関しまして、

下記の通り提案させて頂きます。 

  

 

記 

 

提案内容 

●「１５０/２６０/４００ＭＨｚ帯業務用移動無線の周波数有効利用」関係 

    （１）１５０/４００ＭＨｚ帯においては、デジタル化の普及促進に向け、現状の国内周波数配置

を継承、尊重した方策が望ましいと考えます。 

       また、デジタル化再更新を想定する場合においても、周波数の有効利用、従来の隣接共用条

件、あるいは、移行時の経済性等の総合的な観点から、同様と考えます。 

    （２）１５０/４００ＭＨｚ帯における防災、消防・救急の空き周波数においては、所謂、飛び地

配置（離散的な周波数配置）である事から、本状況を勘案した上で、従来の個別専用波によ

る方策ではなく、免許波による新たな自営系共用波の概念による周波数共用条件の検討も有

効と考えます。 

    （３）２６０ＭＨｚ帯においては、現行のデジタル方式の普及促進の観点から、財政の厳しい自治

体への継続的な財政的支援措置を要望いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         以 上     
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1 

 

「150/260/400MHz 帯業務用移動無線通信の周波数有効活用」について 

 

平成 25 年 7 月 4 日 

 

三菱電機株式会社 

 

 

 

「150/260/400MHz 帯業務用移動無線通信の周波数有効活用」について、テレメータ・テレコントロー

ル用データ・映像伝送、基地局中継および自治体民間共同利用に適用可能な無線システムを提案しま

す。 

 

 

１． 概要 

テレメータ・テレコントロール（河川監視、水門制御・監視）用に、帯域幅を変更することで監視制御用

のデータ伝送と映像伝送が可能な無線システムを提案します。この無線システムは、基地局の中継回線

として利用可能であるとともに、自治体、防災関係・関連機関、企業等で共同利用も可能です。 

 

２． 提案の背景 

東日本大震災において、津波対策のための水門操作を行うべく現地に赴いた操作員が多数被災され

たということを踏まえ、河川の津波遡上対策および水門等の自動化・遠隔操作化が国交省や自治体を中

心に行われております。その際に必要となる監視制御用の通信回線として、信頼性を確保するために地

震や津波でも断線しづらい無線回線の採用が求められています。しかしながら、水門等の遠隔操作に際し

ては、挟み込み事故の防止の観点からカメラによる現状確認が求められておりますが、カメラ映像を伝送

できる無線回線を確保することが困難であるため、監視制御データ伝送は無線回線を使用した場合にお

いても映像伝送は有線のみで行われているケースが多いのが現状です。そこで、テレメータ・テレコントロ

ール（河川監視、水門制御・監視）用に、帯域幅を変更することで監視制御用のデータ伝送と映像伝送が

可能な無線システムを提案します。 

市町村防災行政無線（移動系）や消防救急無線に関しては、260MHz 帯への移行が推奨されております

が、移行を阻む要因のひとつとして基地局の中継回線に高価なマイクロ多重無線等が必要であることが

挙げられます。基地局の中継回線として 400MHz/150MHz 帯を用いた安価な無線回線を利用できれば、

260MHz 帯への移行費用を低廉化することができ、移行を促進できるものと考えます。 
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３． 無線システムの概略仕様 

（１） 仕様周波数：400/150MHz 帯 

（２） 周波数帯幅：200kHz 

（３） サブキャリア数：9 

（４） 伝送速度：1.2kbps～384kbps 

（５） 変調方式：適用変調方式（QPSK、16QAM、64QAM） 

（６） 2 次変調方式：OFDM 

（７） 到達距離：10km～20km 

 

 

４． テレメータ・テレコントロール用データ伝送と映像伝送 

河川監視、水門制御・監視を行う場合、サブキャリアを使ったデータ伝送を行い、水位計測、水門開閉

等を行います。この際、何らかの異常を検出した場合、複数のサブキャリアを束ね、映像・音声での監視、

音声による警告を行います。図 1 でシステム運用イメージを示します。 

但し、連続する周波数帯幅 200kHz を確保することが難しい場合のキャリアアグリゲーションを実現す

る方法についての検討、周波数資源を効率よく運用しながら広帯域を確保するための周波数繰り返し利

用の方法の検討等が必要です。 

 

 

５． 基地局の中継回線 

基地局の中継回線として、高価なマイクロ多重無線のかわりに本提案の無線システムを活用します。

本提案の無線システムは、基地局の中継回線として有線回線が使われており、災害時に有線回線が被

災した場合の代替回線としても利用可能です。図 2 でシステム運用イメージを示します。 

 

 

６． 自治体、防災関係・関連機関、企業等で共同利用 

本提案の無線システムを自治体、防災関係・関連機関、企業等での通話、データ伝送、映像伝送にお

ける共同利用が可能です。図 3 でシステム運用イメージを示します。 

但し、サブキャリアの共同利用方法、特に、複数のサブキャリアを束ねた映像伝送を行う際の共同利

用方法の検討が必要です。 

 

 

 

以上 
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業務用移動無線の周波数有効利用についてのご提案

Hytera Communications Co., Ltd.

2
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今日の業務用無線による電波の有効利用度は？

業務用無線の現状

様々な通信メディアの発展により、通信媒体としての重要度低下

⇒通信回数（使用頻度）の減少

⇒専用波であっても、有効活用されていない

有効活用されない理由

大半がアナログ方式であるため、音声中心で基幹通信網としての拡張性が乏しい

使用率を向上させるためには、データ通信など音声以外の機能付加が必要

⇒無通話時、機器が自動的にデータ通信を行い、通信系の付加価値を向上させる

単信方式のため、複雑なコミュニケーションには不向き

⇒必要時には、複信方式での運用も可能に

www.hytera.com
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免許人にとっての業務用無線の重要度とは？

ＢＣＰ対策面では必須アイテム

⇒有事の際は非常に有効な通信手段となる

⇒手放す（廃局）確率は非常に低い。

⇒独立系通信手段としての重要性は高い

容易に一斉通信をする事が可能で、共有コミュニケーションには 適

⇒グループ作業時の情報共有の際は、非常に有効な通信手段

⇒手放す（廃局）確率は非常に低い。

⇒他に代替えの利かない通信手段としての重要性は高い

現状の問題点を解決し、更に有効性を向上させる機器の普及が必要

www.hytera.com
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アナログ方式とデジタル方式の混在時の共有・干渉低減策

効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法

デジタル方式の無線設備の低廉化

デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法

今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途

www.hytera.com
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アナログ方式とデジタル方式の混在時の共有・干渉低減策

 既存のアナログ方式免許人がデジタル化しにくい理由:

–業務用無線デジタルの主たる方式である6.25KHｚFDMAで移行検討すると：

・隣接２波の相互干渉により、運用に支障をきたす。（右図）

⇒12.5KHｚの既存免許周波数を6.25ＫＨｚにデジタル化しても、メリットが無い。

● 既存アナログ無線機との移行期間共存も必須:

– 既存アナログ機器と互換性があり、無理のない移行を実現するためには

・12.5KHｚTDMA（時分割）方式が も 適である。（下図）

⇒ アナログ・デジタル共用機のスキャン機能を活用

www.hytera.com
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1台で下記全てのモードに対応

デジタル・ トランキングモード

端末間デジタル通信モード

アナログ・トランキングモード

端末間アナログ通信モード

デジタル化に適した無線端末機器とは？
(全ての既設設備との互換性)

アナログ
トランキング

デジタル
トランキング

端末間
アナログ

端末間
デジタル
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アナログ方式とデジタル方式の混在時の共有・干渉低減策

効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法

デジタル方式の無線設備の低廉化

デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法

今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途

www.hytera.com
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アナログ・デジタル混在時の共存方式（無線端末）

 デジタル端末機にアナログ互換性を持たせ、無理のない移行計画を実現

 デジタル端末機のスキャン機能を利用して、種別の違う無線機との相互交信を可能とする

アナログ通信

DMRネットワーク

アナログネットワーク

デジタル通信
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アナログ・デジタル混在時の先進的共存方式（管理システム）

 オーディオリンク機能を利用して、種別の違う無線機との相互交信を可能とします

 部署間など、種別の違う無線機との交信を実現する事により、共通ネットワークを形成

オーディオリンク機能

アナログ通信

DMRネットワーク アナログネットワーク

デジタル通信
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アナログ方式とデジタル方式の混在時の共有・干渉低減策

効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法

デジタル方式の無線設備の低廉化

デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法

今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途

www.hytera.com
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デジタル方式の無線設備の低廉化

他国標準規格製品の検討

＊FCC（米国連邦通信委員会）の公示（従来の非効率的なアナログ方式（
≥12.5kHz）の無線機器を、2011年以降には新規認証しない）規格の対象製品
を国内導入でき得るか、可能性を検討

*検討理由
1,既に複数国において、規格の安定性・信頼性・有効性に実績があり、国内に
おいても有益と思われる。

2,複数国規格認定品である事からも、生産数量のスケールメリッットが期待でき
、免許人リスク・負担を劇的に軽減できる。

3,特定国独自基準ではなく、複数国規格認定品であるが故、供給の持続性に
関する安全性・機器の選択肢が広い。
⇒免許人の対業務用無線投資保証に大きな安心感がある。

＊世界複数国での採用によるスケールメリットから享受できる価格優位性は、
12.5ＫＨｚＴＤＭA方式である。

12
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デジタル方式の無線設備の低廉化

• ＤＭＲ規格スケールメリット・安定供給の根拠

□本規格共同体は、デジタル移動無線市場の世界的な成長を促すために結成。
□本規格共同体には、多くの大手メーカーやサプライヤーが加入している事で、大量生産・継続した 新
技術開発・リーズナブルな値付け等が実現出来る事により、デジタル化の促進に大きく貢献している。

共同体覚書（共通目標）

• 通信における互換性の確立

• 本規格の市場認知度向上

• 将来にわたる技術共有の同意
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デジタル方式の無線設備の低廉化

・DMR技術の先進性

ＤＭＲ規格製品のコスト削減策

本規格では、中継装置（リピータ）を介する事により、求められるニーズに対応でき得る。
その際、2スロットTDMAシステムは、FDMAシステムと比較して、２通話を１台のリピーター
で同時対応できるため、部材・工事費などが軽減され、初期導入費用が少額です。
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アナログ方式とデジタル方式の混在時の共有・干渉低減策

効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法

デジタル方式の無線設備の低廉化

デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法

今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途

www.hytera.com
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位置情報

音声通信

音声録音

オーディ
オリンク

非常通報

テキスト
メッセージ

電話接続
Ｅメール

データ集
積・統計

スマートディスパッチは、多くのプロフェッショナルユーザー（運送業、民間企業、電力、警備業など）
からのご要望に対して、共通アプリケーションによる様々な機能を有した統合システムです。

デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法
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スマートディスパッチ機能 – GIS 機能

 基地局からの移動局位置管理

 定期チェックの間隔設定は自由に変更可能

 無線機の状態をカラーアイコンで表示

(電源ON/OFF, 圏内・圏外,非常通報)

 無線機種別等、様々な表示設定可能

(車載・携帯, 氏名,その他)

 GPS 専用チャンネルの設定

 マップによる可視化された移動局状態管理

 クリアなマップ画面でルート管理

 ルート過去軌道チェック

 様々なマッピング・エンジンに対応

o グーグルマップ (オンライン) – 要インターネット環境

o マップインフォ (オフライン)

デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法
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スマートディスパッチ 表示画面
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スマートディスパッチ機能 – 音声通信

 コンピュータコンソールを介した無線通信

 全ての通信方式可能 : 個別, グループ, 一斉など

 遠隔モニター

 内線電話接続

 周辺機器接続

 外部電話接続

 通話記録 (通話時間, 発呼者, 応答者, 通話種別)

 無線機を機能停止・復帰させる事が可能

IP 
Network

デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法
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アナログ方式とデジタル方式の混在時の共有・干渉低減策

効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法

デジタル方式の無線設備の低廉化

デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法

今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途

www.hytera.com
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今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途

独立系先進基幹通信システムの必要な業種

・地方自治体

・各地方振興協会

・各アミューズメント施設

●独立系先進基幹通信システム＋高い秘話性の必要な業種

・現金輸送

・警備業者

●独立系先進基幹通信システム＋堅牢（特別仕様）通信機の必要な業種

・製造業

⇒特に可燃性物質を扱う法人は、防爆仕様の通信機器が必須

www.hytera.com
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業種別防爆無線機導入理由

化学工場

可燃性ガス, 液体・個体 は化学工場内において、様々なプロセスで加工・変換されてい

ます。これらの工程では爆発性混合物質を生じさせています。

政府廃棄物埋め立てプロジェクト

ゴミ集積場では、埋め立て廃棄物の可燃性ガスが発生します。このガスの拡散と着火の

危険性を制御する事は大変困難であり、念入りな技術検討が必要となります。可燃性ガ

スは様々な物質から発生し、完全とは言えない送風手段でトンネルや地下貯蔵庫など

に閉じ込められています。

火力発電所

塊炭は空気と混合した時には爆発性がありませんが、研磨・乾燥され炭塵に変化する過

程において、可燃物質に変化する可能性があります。

消防

消防については、石油流出災害や自然ガス漏れなど、非常に危険な状況下での作業

に対応するため、防爆安全性の高い電子機器が必要とされています。

www.hytera.com
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ガソリンスタンド

例えば、ガソリン漏れなどの際に空気と混合する事により、可燃性ガス混合物へと変化

する可能性があります。

スプレー塗装

スプレー塗装の際のしぶきは塗料と溶剤の蒸気であり、空気と混合することにより、可燃

性を向上します。

農業

いくつかの農場では、植物バイオガスの生産を行っています。例えば漏出等が発生し

た場合、可燃性のバイオガス／空気の混合物に変化する事があります。

鉱業

炭鉱業では副産物としてガスが発生します。従って、炭の発掘作業現場である地下で

は、常にガスが滞留しています。安全管理が万全でない場合、鉱山の滞留ガスは大爆

発の危険性があります。

業種別防爆無線機導入理由

www.hytera.com

今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途
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食品・肥料工場

可燃性ダストは砂糖、穀物等の運搬中や貯蔵の過程において発生します。それら物質
が砕かれ、ろ過され蓄積されると、ろ過装置内に爆発性雰囲気が発生します。

製薬工場

アルコール類は、しばしば製薬工場において溶剤として使用されます。乳糖などの 薬
品や予備材料 もまた、可燃性を向上させる原因になります。

石油精製

石油精製において扱われている炭化水素類は、全て可燃性物質であり、それぞれの
引火点にもよりますが、通常温度内においても爆発性雰囲気となる可能性があります。
一般的に石油精製設備の周辺は、常に爆発性雰囲気が生じているエリアとされていま
す。

廃棄物リサイクル

廃棄物リサイクルの過程で生じる缶やコンテナ類からの可燃性ガスや液体は、完全に
除去することは困難で、危険場所を拡大させます。また紙類やプラスチックダストも、こ
の一因となりえます。

www.hytera.com

今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途
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II  2G   Ex   ib IIC  T4
II  2D   Ex   ib IIC  IP5X T90℃
I    M2   Ex   ib I

Class I  Zone 1  AEx   ib   IIC  T4
Class II, III Div 1, Group E, F, G T90℃

防爆型無線機（PD79X）

 業務用防爆無線機で 上位中国規格（CQST認定)取得

 全ての危険環境に対応 （炭塵, ガス, ダスト）

 ATEX（欧州） ／ FM （米国）規格双方認定取得

 石油精製施設、石油貯蔵庫、堀削現場、鉱業現場など、爆発危険度の非常に高い場

所での使用に適合。

www.hytera.com
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意見書 

平成25年7月5日 

 

日本電気株式会社 
 

 

 

 

「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件」（諮問第2033号）のうち、

「150/260/400MHz帯業務用移動無線の周波数有効利用」についての関係者からの提

案募集に関して、別紙のとおり意見を提出します。 

 

別紙 

意見内容 

 

業務用移動無線においては、最近は、従来の音声や狭帯域なデータ通信用途だけでなく、

画像や位置データなど広帯域なデータ通信と併用するニーズが拡大してきています。例

えば、東日本大震災の教訓からも災害対処現場などでは、異組織間での情報共有やアド

ホックネットワークを用いた、基地局に依存しない無線機間のみでの通信確保により信

頼性を向上する必要があります。また、安心安全社会の実現のために、地域情報基盤を

整備して、災害情報や安否情報等の住民サービスを迅速に提供するため、自治体自営の

無線通信網のニーズなどもあります。 

その実現のために、広帯域通信用周波数の確保やワイドバンド化、ソフトウェア無線を

使用したコグニティブ無線方式の実現やアドホックネットワークの業務用途での利用が

可能となる技術基準や規定策定のための審議を要望いたします。 

ソフトウェア無線を活用することにより、共通のプラットフォームにアナログ方式及び

デジタル方式を実装することができ、デュアルモードとして運用することで、アナログ

方式とデジタル方式の混在時の共用、並びに効率的な移行が可能となり、更に、部材購

入・製造の量産効果が得られるためコストが低減できると考えます。 

また、コグニティブ無線技術により、端末が電波の使用状況をダイナミックに認識し、

未使用の周波数を利用することで、干渉の低減・周波数の有効利用も可能となります。 

アドホックネットワーク技術を活用することで、端末無線機のみで自動的にネットワー

クを構築して異なる無線機と通信することができ、災害対処現場などでの異組織間情報

共有が可能となります。 

 

 

1 
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２０１３年７月５日 
 
 

日本無線株式会社 
 
平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
この度は、このような提案募集の機会をいただき厚く御礼申し上げます。 
「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」につきまして、別紙のとおり

ご提案申し上げます。 
よろしくお願い申し上げます。 

 
別紙 

 
ご 提 案 書 

 
１.現 状 

１５０ＭＨｚ/４００ＭＨｚ帯業務用移動無線は、防災行政、消防・救急、警察等のパ

ブリックセーフティ分野及び鉄道、運送等の公共性の高い分野で活用されています。 
現在、防災行政、消防・救急分野においては、音声中心のアナログ方式（１５０ＭＨ

ｚ/４００ＭＨｚ帯）からデータ伝送が容易で、セキュリティが向上する等の特長を持つ

デジタル方式（２６０ＭＨｚ）へ移行中です。 
 
２.提 案 

デジタル方式の無線設備の低廉化を実現するためには、製造コストの削減および公平

な競争が可能となる国際標準に準拠することが適当と考えます。 
この国際標準を導入するにあたっては、特定の企業が保有する特許等知的財産権が公

平な競争の障害とならないことを十分に考慮した検討が行われることを希望します。 
日本は災害多発国であり、世界でもトップクラスの厳しい災害に対するリスク管理が

必要です。日本での運用方法、使用環境および業務目的に適合する、免許制度、技術的

条件および周波数の割当てを検討する際には、ユーザーの利便性を十分に考慮すること

が必要と考えます。特に電波使用密度の高い日本では、「周波数共用および干渉対策」等

に関する十分な検討を希望します。 
 

以上 
 

(25 / 86)



 

平成 25 年 7 月 4 日 

バーテックススタンダードＬＭＲ合同会社 
 

 

 

「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」に関する提案 

 

この度は「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」に関し、提案の機会

を設けて頂きましたことに対し大変感謝申し上げます。 

 

募集対象の提案内容のうち、「デジタル方式の無線設備の低廉化」について提案いたし

ます。 

 

「デジタル方式の無線設備の低廉化」 

公共・一般業務用のデジタル無線機を普及させるためには機器の低廉化は重要な要素と

考えられます。この機器の低廉化を行う手段として世界標準で使用されているグローバル

な標準規格で製造することが挙げられます。 

これまでの携帯電話の普及の経緯を見ても、国際的な標準を採用することによってこれ

だけの成功があったと考えます。日本の業務用無線の規格においても、無線設備規則等の

技術基準だけでなく、周波数の割り当てについてもグローバルスタンダートの製品が導入

できるよう、150MHz 帯及び 400MHz 帯のデジタル化に向けての周波数再編を検討すべき

であると考えます。 

これにより、機器の低廉化が実現し、各種業務用無線の普及が加速するものと考えます。 

 

 

以上 
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平成 25年７月 5日 

八重洲無線株式会社 

記 

「150/260/400MHz帯業務用移動無線の周波数有効利用」に関する提案 

この度は 150/260/400MHz帯業務用移動無線の周波数有効利用に関する提案書提出の機会

をいただき、まことに有難うございます。 

 「デジタル方式の無線設備の低廉化」 及び「今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無

線の用途」について、提案させていただきます。 

 世界的に携帯電話の普及浸透が進む中、日本においては、欧米各国と比べ、社会基盤を支え

る業務に使用される業務用移動無線の普及率が低く、社会における貢献度及び認知度があまり

高くないと考えます。150/260/400MHz帯業務用移動無線は、携帯電話などの通信方式とは異な

った特徴を持つ通信システムですが、子機の送信出力が大きいことから、基地局を中継しなくても

十分な通話距離を確保することができ、災害などによって基地局が被害を受けるような緊急時でも

遠距離通信が可能です。このような特徴をもつ業務用移動無線システムは、社会基盤を支える通

信システムとしてもっと活用されるべきであり、特に現在のアナログ通信からデジタル通信への移行

が始まっているこの時期に、周波数の有効利用に関して提案の機会を設けていただいたことは、

大変意義があることだと考えます。 

「デジタル方式の無線設備の低廉化」 

 今後、日本市場において公共及び一般業務用のデジタル無線機が普及するためには、子機の

低廉化と利用者のニーズにあったデジタル方式を選択できる法的整備が必要であると考えます。 

特に子機の低廉化については、デジタル方式のなかで、世界各国においてすでに採用され、コ

スト面からも優位な方式を検討することが重要です。すでに世界標準となっており欧米各国で採用

されている DMR、TETRA、APCOなど、日本ではまだ普及していないこれらのデジタル方式の製

品が、日本の公共及び一般業務用にも広く採用されるようになれば、グローバルな競争が促進さ

れることにより、子機の低廉化が促されるものと考えられるからです。 

 すでに欧米各国において標準となりつつあるこれらのデジタル方式を、日本においても、標準規

格化されている周波数で免許認可できるよう、周波数再編の検討を提案いたします。 
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「今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途」 

日本の一般業務用無線の周波数帯におきましては、従来までの免許局に加え、2008年 8月から

登録局の認可が始まりましたが、これまでの煩雑な免許申請手続が不要な登録局は、業務用無線

の裾野を拡げることとなり、新規業務用無線局の増加が進んでいます。この登録局は、従来業務

用無線を使用してきた市場だけでなく、業務用無線機のレンタルビジネス市場も含め大きな市場と

なってきており、今後もこの傾向は続くと考えられます。この登録局の増加傾向に対応するために

は、登録局用の周波数帯をさらに増やすことが必要であると考えます。 

またその場合、免許局に与えられている周波数帯の一部を登録局のために使う必要性もでてく

ると想定され、免許局のより効率的な電波利用の方法を考える必要があります。そこで免許局につ

いては、欧州各国の業務用無線で多く採用されているTDMA方式の多重化デジタルシステムを導

入することが、周波数の有効利用という観点からひとつの解決策になると考えます。多重化デジタ

ルシステムでは、同じ周波数・設備を使って同時に異なった目的の複数の通信を行うことができ、

周波数を有効に利用することができるからです。また多重化デジタルシステムは、すでに世界的に

業務用無線の市場において標準規格化されているため、設備、子機の価格は十分に低廉化が行

われており、このようなシステムの導入は、利用者にとっても意味のあるものと考えられます。   

TDMA方式の多重化デジタルシステムを、今後の業務用無線の選択肢として是非検討するべき

と考えます。 

以上 
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意見書 
平成２５年 7 月 5 日 

 
 
 

アイコム株式会社 
 
 
「150MHz/260MHz/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」に関し、別

紙のとおり意見を提出します。 
 
 
 

別紙 
 
「150MHz/260MHz/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」の促進に

向け、デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法に関連して意

見を記します。 
この周波数帯につきましては、複数の周波数割当及び防災相互通信波割当の

免許人が存在しますが、それら免許人がより機能的で円滑に運用できる方策と

して、国際 VHF、アマチュア無線の D-STAR 等で取り入れられております。次

の機能（端末側の受信）を必要に応じて取り込む枠組みとするように提案する

ものです。 
・スキャン機能：スキャンとは、スキャン対象として設定したメモリーチャン

ネルを自動で切り換えながら信号のあるチャンネルをサーチし、検出する機能 
・ワッチ機能；ワッチ対象として設定したチャンネルを一定間隔でスキャンし、

信号を受信した場合にはそのチャンネルに自動的に停止し切り換える機能 
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意見書 
平成25年7月5日 

 

モトローラ・ソリューションズ株式会社 

 

 

「150/260/400MHz帯業務用移動無線の周波数有効利用」に関し、別紙のとおり提

案書を提出します。 
 

 

この度は、「150/260/400MHz帯業務用移動無線の周波数有効利用」について提案の機会を

設けて頂き誠に有難うございます。 

以下に弊社の提案を述べさせて頂きますので、ご高配の程よろしくお願い申し上げます。 

 

 

１．デジタル方式の無線設備の低廉化について 

 

無線設備の低廉化には、安価に製造できる技術規格であることと同時に、規模が大きく且つ同

じ標準規格で競争的環境となっている市場で用いられている設備の利用が重要です。 

 

150/400MHz帯のデジタル業務用無線機においては、公共的用途及び一般業務用途におい

て、ETSIのDMRやTETRA、APCOのP25などすでに世界的且つ競争的市場が確立している標準規

格があり更にその市場は世界で成長を続けています。 

また、その標準規格に準拠する限り、同規格が高度化されても、同じ技術標準規格に準拠して

多数の機器メーカーが製造を継続するため、競争的環境、機器の低廉化を促進する環境は自ず

と維持されます。 

 

日本の150/400MHz帯においてもユーザーがこれらのグローバルスタンダードの低廉で且つ多

様な製品群を希望に応じて使えるよう、周波数割当を検討していくべきです。 

 

 

２．今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途について 

 

現在の免許は地域周波数利用計画策定基準に基づく用途に分けて行われています。固定局・

移動局間の干渉回避などのため一定の規制は必要です。一方、移動局の用途による周波数の

割当ては、ユーザーの増減による周波数の込み合い具合に偏りが生じる可能性があります。また、

多様な用途を個別に需要予測し、周波数の準備することは非常に困難であると考えます。 
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今後は様々な用途の需要の増減に柔軟に対応できるよう、陸上移動業務の無線局については

その用途を特定せず免許が与えられる制度に変えていくべきです。 

これにより、業務用無線の需要の拡大につながると考えます。 

 

 

３．デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方法について 

 

デジタル方式を用いることによる周波数有効利用に関して最も寄与する特徴は、周波数の多重

化が行えることです。 

通信の秘匿性の保護、データ通信などの付加機能でデジタル無線機を用いたいユーザーでも、

そもそも小規模のシステムであるがために中継局等インフラを含めた初期費用が負担となり、自営

網としての導入を断念している場合があります。 

デジタルであることの利点を生かし、このような需要に応えるためには、異なるユーザーグループ

がシステムを容易に共用できるような制度を検討するべきです。 

様々なアプリケーションの発想はユーザーが持っており、それらを啓発するために自営網通信シ

ステムを導入し易い制度が必要です。 

 

 

４．効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法について 

 

150/400MHz帯のデジタル化については、同帯域のアナログ無線局を他の帯域に移行しつつ、

空いた周波数について段階的にデジタル方式を導入していくことが考えられます。 

 

特にデジタル化によって移行先周波数が決定している防災行政無線については、消防用無線

局と同様にアナログ無線局の周波数使用期限を早期に設定し、150/400MHz帯での空き地を少

しでも広く且つ早期に広げていく必要があると考えます。 

 

 

以上 
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提案内容

１．デジタル方式の無線設備の低廉化について

２．今後、需要・通信量の増加が想定される業務用
無線の用途について

３．デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション
活用方法について

４．効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行
する方法について
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１．デジタル方式の無線設備の低廉化について

無線設備の低廉化には、安価に製造できる技術規格
であることと同時に、規模が大きく且つ同じ標準規格で
競争的環境となっている市場で用いられている設備の
利用が重要です。

150/400MHz帯のデジタル業務用無線機においては、
公共的用途及び一般業務用途において、ETSIの
DMRやTETRA、APCOのP25などすでに世界的且つ

競争的市場が確立している標準規格があり更にその
市場は世界で成長を続けています。

MOTOROLA, MOTO, MOTOROLA SOLUTIONS and the Stylized M Logo are trademarks or registered trademarks of Motorola Trademark Holdings, LLC 
and are used under license. All other trademarks are the property of their respective owners. © 2010 Motorola, Inc. All rights reserved. 

Motorola Solutions Confidential Restricted

１．デジタル方式の無線設備の低廉化について
（続き）

また、その標準規格に準拠する限り、同規格が高度化
されても、同じ技術標準規格に準拠して多数の機器
メーカーが製造を継続するため、競争的環境、機器の
低廉化を促進する環境は自ずと維持されます。

日本の150/400MHz帯においてもユーザーがこれらの

グローバルスタンダードの低廉で且つ多様な製品を希
望に応じて使えるよう、周波数割当を検討していくべき
です。
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P25システムは世界83カ国で導入されている

P25の世界の採用状況

Slide 5

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013 
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マルチベンダー ～ 競争的な調達源
Project 25 では37のベンダーが機器とサービスを提供している

15 の固定局・レ
ピータメーカー

15 の端末メー
カー

11 のコンソール
メーカー

15 のネットワー
クプロバイダー

5 の試験装置
メーカー

PTIG Project 25 Industry List ‐March 2013

Slide 6

PTIG Member O rganizations Fixed Stations 
& Repeaters

Mobile  & 
Portable 

Equipment & 
Subscribers

Consoles Networks Software Test 
Equipment

Systems 
Integration

Consultant 
Services

AECO M
AERO FLEX
AIRWAVE SO LUTIO NS
ANRITSU
AVTEC
CASSIDIAN CO MMUNICATIO NS
CATALYST CO MMUNICATIO NS
CISCO  SYSTEMS
CO BHAM AVIO NICS
CO DAN RADIO  - DANIELS
CYNERGYZE
DATRO N
DVSI
EF JO HNSO N TECHNO LO GIES
ETHERSTACK
FEDERAL ENGRG INC
GENESIS GRO UP
HARRIS CO RPO RATIO N
ICO M AMERICA
KENWO O D USA
MIDLAND RADIO
MO DUCO M
MO TO RO LA SO LUTIO NS
PANTEL INTERNATIO NAL
PO WERTRUNK
RADIO  CO MMUNICATIO NS SO LUTIO NS
RAYTHEO N CIVIL CO MMUNICATIO NS
RELM WIRELESS
SIMO CO  
SPECTRA ENGINEERING
TAIT RADIO
TECHNISO NIC
TELEX RADIO  DISPATCH
THALES CO MMUNICATIO NS
VERTEX STANDARD
WIRELESS PACIFIC
ZETRO N

37 15 15 11 15 5 5 15 5

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013 
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Project 25 関連機器メーカー

Slide 7

出典：Project 25 Technology Interest Group (PTIG) @ IWCE2013 

MOTOROLA, MOTO, MOTOROLA SOLUTIONS and the Stylized M Logo are trademarks or registered trademarks of Motorola Trademark Holdings, LLC 
and are used under license. All other trademarks are the property of their respective owners. © 2010 Motorola, Inc. All rights reserved. 

Motorola Solutions Confidential Restricted

TETRAシステムは世界117カ国で導入されている

特にアジアパシフィックでは広く用いられている

TETRAの世界の採用状況

出典：TCCA (TETRA + Critical Communication Association) 
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世界で稼働中のシステム数は2,000以上

端末累計出荷台数400万台超
2012年は新規及び機種更新で50万台超が出荷された。
2012年の出荷台数は2011年から12%の伸びである。

ヨーロッパでは主たる市場はPublic Satefyとセキュリティーであることに変
わりがないが、ミッション・クリティカル以外にビジネス・クリティカルの場面
で使われるなど用途の多様化がみられる。

（弊社調査）

世界の稼働システム数、端末数
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TETRA 機器メーカー

（弊社調査）
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世界で稼働中のシステム数は10,000以上

世界の端末累計出荷台数250万台超
APCO, TETRAに比べ利用シーンが多目的で機器も安価であるた
め出荷台数の伸び率はこれらの２つに比較して高い。

（弊社調査）

世界の稼働システム数、端末数
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DMR 機器メーカー

（弊社調査）

(37 / 86)



MOTOROLA, MOTO, MOTOROLA SOLUTIONS and the Stylized M Logo are trademarks or registered trademarks of Motorola Trademark Holdings, LLC 
and are used under license. All other trademarks are the property of their respective owners. © 2010 Motorola, Inc. All rights reserved. 

Motorola Solutions Confidential Restricted

周波数割当に関係する各標準規格の規定

～送受信周波数間隔など～

標準規格周波
数範囲

送受信間隔 利用実績帯域

P25 (Phase II) 規定なし 規定なし （注１）

150MHz帯
400MHz帯
800MHz帯

TETRA 300MHz~1GHz 10MHz (注2）
400MHz帯
800MHz帯

DMR (Tier III) 66~960MHz 規定なし
150MHz帯
400MHz帯

注１：800MHz帯については45MHz
注２：ETSI標準規格にはある帯域において5MHz, 7MHz等がオプションとして

追加されているが、世界で実運用されている設備は10MHzのみ。
なお、800MHz帯においては45MHzである。
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２．今後、需要・通信量の増加が予想される
業務用無線の用途について

現在の免許は地域周波数利用計画策定基準に基づく用途に分
けて行われています。固定局・移動局間の干渉回避などのため
一定の規制は必要です。一方、移動局の用途による周波数の割
当ては、ユーザの増減による周波数の込み合い具合に偏りが生
じる可能性があります。また、多様な用途別による需要予測と周
波数の準備は非常に困難であると考えます。

今後は様々な用途の需要の増減に柔軟に対応できるよう、陸上
移動業務の無線局についてはその用途を特定せず免許が与えら
れる制度に変えていくべきです。
これにより、業務用無線の需要の拡大につながると考えます。
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３．デジタル方式の特徴を生かした
アプリケーション活用方法について

デジタル方式を用いることによる周波数有効利用に関して最も寄与
する特徴は、周波数の多重化が行えることです。

通信の秘匿性の保護、データ通信などの付加機能でデジタル無線
機を用いたいユーザーでも、小規模のシステムであるがために中
継局等インフラを含めた初期費用が負担となり、自営網としての導
入を断念している場合があります。

デジタルであることの利点を生かし、このような需要に応えるため、
異なるユーザーグループがシステムを共用できるような制度を検討
するべきです。

様々なアプリケーションの発想はユーザーが持っており、それらを
啓発するために自営網通信システムを導入し易い制度が必要です。
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４．効率的にアナログ方式からデジタル方式
へ移行する方法について

150/400MHz帯のデジタル化については、同帯域のアナログ無線

局を他の帯域に移行しつつ、空いた周波数について段階的にデジ
タル方式を導入していくことが考えられます。

特にデジタル化によって移行先周波数が決定している防災行政無
線については、消防用無線局と同様にアナログ無線局の周波数使
用期限を早期に設定し、150/400MHz帯での空き地を少しでも広く
且つ早期に広げていく必要があると考えます。
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【参考資料】

P25 TETRA DMR (Tier III)
標準規格 TIA102 ETSI EN300 392 ETSI TS102 361

ETSI TS102 398

Ch. 間隔 12.5kHz 25kHz 12.5kHz

多重方式 2 Slot TDMA (Phase II) 4 Slot TDMA 2 Slot TDMA

伝送速度 9.6kbps (Phase I)
12kbps (Phase II)

36kbps 9.6kbps

変調方式 4値FSK (Phase I)
CQPSK (Phase II)

π/4シフトQPSK 4値FSK

音声コーデック AMBE++ ACELP AMBE++

送信電力 基地局：最大53dBm
移動局：最大47dBm

基地局：28~46dBm
移動局：27.5~45dBm

規定なし

DMRのTierについて
Tier I : 446MHz帯 0.5W 直接通信のみ
Tier II : 66-960MHz帯 Conventional (基地局中継方式） 12.5kHz チャネル 2スロットTDMA
Tier III : 66-960MHz帯 トランキング方式 12.5kHz チャネル 2スロットTDMA

主な諸元の比較
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【参考資料】

P25 TETRA
TETRA

Enhanced Data 
Service (TEDS)**

DMR 
(Tier III)

標準規格 TIA102 ETSI EN300 392
ETSI TS100 392 2 ETSI TS102 361

ETSI TS102 398

チャネル幅 12.5kHz 25kHz 25kHz ~ 150kHz 12.5kHz

多重方式 2 Slot TDMA 
(Phase II)

4 Slot TDMA 4 Slot TDMA 2 Slot TDMA

伝送速度 9.6kbps (Phase I)
12kbps (Phase II)

36kbps > 36kbps 9.6kbps

変調方式 4値FSK (Phase I)
CQPSK (Phase II)

π/4シフトQPSK
適応変調*

4値FSK

音声コーデック AMBE++ ACELP － AMBE++

送信電力 基地局：最大53dBm
移動局：最大47dBm

基地局：28~46dBm
移動局：27.5~45dBm

－ 規定なし

DMRのTierについて
Tier I : 446MHz帯 0.5W 直接通信のみ
Tier II : 66-960MHz帯 Conventional (基地局中継方式） 12.5kHz チャネル 2スロットTDMA
Tier III : 66-960MHz帯 トランキング方式 12.5kHz チャネル 2スロットTDMA

各標準の主な諸元の比較

* π/4シフトQPSK, π/8シフトQPSK, 4QAM, 16QAM, 64QAM
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「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」
に関する提案書

（提案内容 ： 業務用移動無線による静止画伝送について）

2013年7月5日

提案者 株式会社 情報システム総合研究所
Information System Research Institute,Inc.

１、提案の趣旨
当社は、狭帯域無線回線での画像伝送の研究・開発を行っているが、2003年に静止画伝送システム 「Hix 」 を
製品化し、特に、デジタル無線では、固定系（防災行政無線）、移動系（防災無線・MCA・デジタル簡易無線等）に
広く利用されている。 2009年度に北陸総合通信局の「デジタル簡易無線のデータ伝送における周波数の有効
利用に資する為の調査検討会」に参加し、静止画伝送を担当、実証試験に成功し好評を得た。 この事から2010
年度にデジタル簡易無線向け商品の供給を開始、更に、2012年12月には機能向上と大幅なコストダウンを図っ
た新型機の開発と、GUI システムを含む、ワンストップ型のパッケージ化商品を発売した。
この実績を踏まえ、業務用移動無線での廉価で効率的な静止画伝送システムについて提案するものである。

２、提案するシステムの内容
１）移動無線局は、従来から音声通信が主体であったが、デジタル化に伴いGPS 情報等のデータ通信も行われ

てきた。 移動局は移動中の通信だけでなく、災害現場、工事現場等々へ直行できる有利性があり、この為、
現場サイトの画像情報を、基地局（本部）にタイムリーに伝送できれば業務上大きなメリットがある。

２）デジタル無線機へ静止画伝送装置を接続することで、デジタルカメラ（USB：PTP対応かNTSC出力）、または、
ビデオカメラ（NTSC出力）で撮影した、現場等の画像情報を対策本部等へ伝送することが出来る。

３）業務用移動無線は伝送レートが低く、データ量の大きい画像データの伝送には、画像データの高圧縮技術が
必須である。 提案ではJPEGの2~3倍の効率をもち、高圧縮時でもブロックノイズ、偽色が発生しない独自
の圧縮方式を採用し、VGA 画像（900KB）を実用画質で6KB（1/150）程度までの高圧縮化を実現した。

４）画像は高圧縮をかける程、データ量が小さくなり伝送時間は早くなるが、画質は低下するがことになる。
この為運用上、迅速にデータを収集したい場合は圧縮度を大きくし、逆に、画質を重視する場合は圧縮度を
下げる、圧縮度可変のシステムが必須である。 （例えば、迅速伝送では3KB、画質重視では9KB等に可変）

５）デジタル移動無線は、使用する周波数の違いだけでなく、変調方式、機器間の接続インターフェース条件も、
機種、メーカ間で大きく変わり、伝送レートが理論値と実効値に大きな差異が出ることが多い。
数百Byte のデータであれば問題はないが、画像データは高圧縮しても数キロByte のサイズとなる。 この為、
画像データ等の大きいサイズのデータ伝送では、通信プロトコル（通信手順）の慎重な検討が必要である。

６）移動無線は、固定回線と違い安定した回線品質が期待できない。 特に移動中はフェージングにより、安定し
た回線品質は確保できない。 この為、データの塊である画像の場合、移動中の伝送には大きな問題がある。
強力な誤り訂正符号や、パケット毎の再送処理、２連送伝送等々が考えられるが、伝送時間が長くなることの
デメリットも生じる。 この為、画像伝送は停車し行う等の、運用面でのカバーも検討する必要がある。

７）機動性を生かし、突発的な被災現場等の監視等に、可搬型移動局での運用も有効と考える。
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３、車載・画像収集システム機器系統の実例 災害対策本部等 GUI の1例

定時収集：全局
随時収集：全局・個別

観測時間間隔
連続・10min ～24h 表示画像：全局・個別局 圧縮度切換：1.5KB～18KB

無線機
画像の伝送

位置情報の伝送

画像伝送装置

４、提案具現化の為の無線システムの必要要件
本提案の画像伝送を具現化するための、無線回線の必要要件について述べる
１）狭帯域無線回線で、サイズの大きい画像データ伝送には、効率のいいパケット通信手段が必須になる

① 無線機のデータ伝送用の、１パケットサイズを300Byte 程度以上にすることが望ましい
② データ形式をバイナリーコードとする。 （ASCII コードの場合は2倍の伝送時間がかかる）
③ 誤り訂正符号は、冗長性の高い「畳込符号」でなく「リードソロモン符号」が効果的 （伝送効率が≒70%UP）

④ 無線機と画像伝送装置の通信プロトコル（通信手段）を必要最小限にする。
２）無線機と周辺機器を接続するための、通信プロトコルの最低の標準化と開示が必要と思う。

同じ、周波数帯、変調方式でも、無線機器メーカ毎に接続条件が違い、外部のアプリケーション開発業者等
の参入等が困難である。 無線機器メーカの独自性戦略がブレーキになり兼ねない。

３）移動無線のフェージング対策と運用上の方向付けが必要と考える。 過剰な対策は運用上での使い勝手の
悪さとコストUPにつながる。 運用者とのコンセンサス（妥協点等）も必要と考える。

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ

ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ

260MHz無線機
GPS

機能の概要
① ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗはUSB接続
② ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗはNTSC接続
③ GPS情報は画像に重畳

４、技術添付資料
関連技術資料として、下記を添付します
１）Hix 静止画伝送システムに使用の、MX Codec とJPEG Codec の圧縮比較 （PSNR と画質比較）
２）Hix に使用の誤り訂正符号「リードソロモン符号」について （誤り訂正の理論値と実測値）
３）取得画像のサンプル （VGA・900KB画像 → 圧縮ｻｲｽﾞ：1.5KB・3KB・6KB・9KB・12KB・18KB）
４）北陸総合通信局での実証実験における、デジタル簡易無線とHix 画像伝送装置の通信手順 （PDF）
５）Hix カタログ（PDF版）と納入実績等

５、提案募集に当たっての前提条件について
１）アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策

＊本提案システムには関係ありません
２）効率的にアナログ方式からデジタル方式への移行する方法

＊本提案システムには関係ありません
３）デジタル方式の無線設備の低廉化

＊本提案システムには関係ありません
＊Hix 画像伝送装置は、デジタル簡易無線市場への汎用品とし廉価な価格で提供している。

４）デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用法
＊現状では、狭帯域の業務用移動無線での画像伝送は殆ど普及しておらず、有効なアプリケーションに

なると考える。
５）今後、需要・通信量の増加が予想される業務無線の用途

＊デジタル化されても、データ伝送の為の通信プロトコルの標準化等確立しておらず、無線機器製造メーカ
以外のものが、 データ通信を利用したアプリケーションを開発したくても、最低レイヤーでの統一や、外
部への開放の道がないと、広く汎用的な機器開発や新しいアプリケーションの開発は困難と考える。
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150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用 提案書  

平成 25 年 7 月 5 日 
ビーム計画設計株式会社 

150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用 

１. アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策 
（１）キャリアセンス機能によるアナログ波への混信防止 

・同一または近接する周波数で、一定以上の受信電界のアナログ波（ＦＭ波）をデジタル

無線機が検波した場合には、デジタル無線の送信波を停止させる機能により、デジタル

－アナログ混信を防止する。 
（２）アナログ波によるデジタル波への混信軽減策 

・周波数インターリーブ機能による妨害波の排除 
（妨害の強い信号を使わない） 

・変調方式、音声符号化レートの変更による混信耐性の強化 
妨害状況（ＢＥＲの劣化）により、変調方式を変化させ（階層型変調方式）、混信障害を

軽減する。なお、変調方式に合わせて、音声符号化レートも変化をさせる。 
変調方式    16QAM    -------      8PSK     --------   QPSK   --------   BPSK 

妨害に弱い                     妨害に強い 
高ビットレート                   低ビットレート 

（高音質）                       （低音質） 
 
２. 効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 
（１）デジタル移行のための周波数変更対策 

・アナログ波使用の実態調査を実施し、必要とする周波数帯域幅を設定し（できる限り狭

帯域）、デジタル移行のためのアナログ周波数帯域として周波数変更によりアナログ波の

運用を実施する。（ただし、周波数変更対策が必要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

アナログ無線波 
デジタル移行のため

のアナログ周波数帯

デジタル無線波の使用帯域 

アナログ無線波

ガードバンド 

(50 / 86)



３. 今後、需要、通信量の増加が想定される業務用無線の用途 
（１）１５０ＭＨｚ帯 

・電波伝搬特性の性質上、需要が多いものと予想される。そのため、狭帯域でのチャン

ネル割り当てになる事から、伝送レート、変調方式も多値変調が望めないと思われる。

より多くのチャンネル割り当てともなれば、データ通信などのレートは極力抑えて、

音声通話に特化したものとする。 
・電波伝搬距離を必要とする地方での割り当てを優先する周波数帯とする。 

 
（２）４００ＭＨｚ帯 

・変調方式を耐マルチパスが期待できるＯＦＤＭ方式として、特に都市部のマルチパス環

境においても、実用上問題のない無線回線が期待できること、また、高ビットレートの

伝送が可能な事から、都市部において割り当てをする周波数帯とする。 
・直進性の強い性質と高容量な変調方式を採用することで、移動無線の固定回線（簡易中

継用）として、特に高い周波数帯域を割り当てる事に期待する。 
・音声通信の無線回線よりも、比較的短距離のデータ通信に特化させる。 
・ ＦＨ方式による多数の基地局間アクセスの周波数に使用する。 

 
 

ノード局 ノード局ノード局 

ノード局間通信
400ＭＨｚ帯 

移動移動

ノード局－移動局
通信 

150 または、
260MHz 帯 

ノード局間通信 
400ＭＨｚ帯 

回線
制御
装置

(51 / 86)



150/260/400MHz帯業務用移動無線の
周波数有効利用

提案書

ビーム計画設計株式会社

150/260/400MHz帯業務用移動無線の周波数有効利用

１. アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策

（１）キャリアセンス機能によるアナログ波への混信防止
・同一または近接する周波数で、一定以上の受信電界のアナログ波（ＦＭ波）を
デジタル無線機が検波した場合には、デジタル無線の送信波を停止させる機能
により、デジタルーアナログ混信を防止する。

（２）アナログ波よるデジタル波への混信軽減策
・周波数インターリーブ機能による妨害波の排除
（妨害の強い信号を使わない）

・変調方式、音声符号化レートの変更による混信耐性の強化
妨害状況（ＢＥＲの劣化）により、変調方式を変化させ（階層型変調方式）、
混信障害を軽減する。なお、変調方式に合わせて、音声符号化レートも
変化をさせる。

16QAM    ‐‐‐‐‐‐‐ 8PSK     ‐‐‐‐‐‐‐‐ QPSK   ‐‐‐‐‐‐‐‐ BPSK

妨害に弱い 妨害に強い

高ビットレート 低ビットレート

変調方式

（高音質） （低音質）

ビーム計画設計㈱
塚原
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150/260/400MHz帯業務用移動無線の周波数有効利用

２. 効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法

（１）デジタル移行のための周波数変更対策
・アナログ波使用の実態調査を実施し、必要とする周波数帯域幅を設定し
（できる限り狭帯域）、デジタル移行のためのアナログ周波数帯域として
周波数変更によりアナログ波の運用を実施する。（ただし、周波数変更
対策が必要）

アナログ無線波
デジタル移行のための
アナログ周波数帯

デジタル無線波の使用帯域

アナログ無線波

ガードバンド

ビーム計画設計㈱
塚原

150/260/400MHz帯業務用移動無線の周波数有効利用

３. 今後、需要、通信量の増加が想定される業務用無線の用途

（１）１５０ＭＨｚ帯
・電波伝搬特性の性質上、需要が多いものと予想される。そのため、狭帯域でのチャンネル割り当てに
なる事から、伝送レート、変調方式も多値変調が望めないと思われる。より多くのチャンネル割り当てとも
なれば、データ通信などのレートは極力抑えて、音声通話に特化したものとする。
・電波伝搬距離を必要とする地方での割り当てを優先する周波数帯とする。

（２）４００ＭＨｚ帯
・変調方式を耐マルチパスが期待できるＯＦＤＭ方式として、特に都市部のマルチパス環境においても、
実用上問題のない無線回線が期待できること、また、高ビットレートの伝送が可能な事から、都市部
において割り当てをする周波数帯とする。

・直進性の強い性質と高容量な変調方式を採用することで、移動無線の固定回線（簡易中継用）として、
特に高い周波数帯域を割り当てる事に期待する。

・音声通信の無線回線よりも、比較的短距離のデータ通信に特化させる。
・ ＦＨ方式による多数の基地局間アクセスの周波数に使用する。

ノード局ノード局ノード局

ノード局間通信
400ＭＨｚ帯

移動局移動局

ノード局－移動局通信
150または、260MHz帯

ノード局間通信
400ＭＨｚ帯

回線
制御
装置

ビーム計画設計㈱
塚原
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提出日 平成 25 年 7 月 5 日 

会社概要 
会社名 ビーム計画設計株式会社 
代表取締役 赤坂光男 
所在地  本社 〒500-8455 
岐阜県岐阜市加納栄町通 7-30 
 
TEL：058-271-9111 FAX：058-271-9112 
東京支店 〒105-0023 
東京都港区芝浦 1-11-4 塚越ビル 2F 
TEL:03-5419-7755 FAX:03-5419-7754 
 
広島事務所 〒730-0017 
広島県広島市中区鉄砲町 8 番 15 号 キシモトビル 701 
TEL:082-962-5077 FAX:082-962-5078 
 
大阪事務所 〒542-0081 
大阪市中央区南船場 2-2-14 Active Town 308 
TEL:06-6264-2088 FAX:06-6264-2022 
 
金沢事務所 〒920-0031 
石川県金沢市専光寺ハ 44-5 
TEL:076-282-9963 FAX:076-282-9984 
 
仙台事務所 〒981-0914 
宮城県仙台市青葉区堤通雨宮町 2-20 朝日プラザ堤通雨宮町三越ビル 201 号室 
TEL:022-739-8412 FAX:022-739-8413 
 
福岡事務所 〒810-0073 
福岡県福岡市中央区舞鶴 1 丁目 1 番 10 号 天神シルバービル 403 号 
TEL:092-406-5931 FAX:092-406-5932 
 
業務内容   
    地域情報化構想や基本計画の策定 
    防災行政無線システムの設計・監理 
    光ファイバーネットワークの設計・監理 
    CATV システムの設計・監理 
    無線システムの設計・監理 
    行政ネットワークシステムの設計 
    消防通信システムの設計・監理 
    上記に附帯する一切の業務 
 
建設コンサルタント登録  登録更新年月日：平成 21 年 5 月 20 日 
登録番号：建 21 第 8118 号 
登録部門：電気電子部門 

(54 / 86)



150/260/400MHz帯業務用移動無線の
周波数有効利用に関する提案

2013年7月5日
ソフトバンクモバイル株式会社

1

効率的にアナログ方式から

デジタル方式へ移行する方法
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2

防災行政無線等の全国一律システム導入の提案

項目 現在 提案

システム導入
９００市町村ごと

異なるシステムの場合、防災時に
相互接続することが出来ない

全国一律
防災時に重要となる迅速な相互接続が可能。

通信事業者は全国ネットワークの整備実績がある

免許 市町村ごと
全国単位（移動体通信事業者等）

MVNO（※２）として、各市町村が移動体
通信事業者等からネットワークを借りる

周波数
有効利用

異システム間には干渉を防ぐ

ガードバンドが必要
全国一律のシステムのため

ガードバンドは必要なし

※  MVNO：Mobile Virtual Network Operatorの略で仮想移動体通信事業者のこと。自身はネットワークを保有せず、免許を受けたMNO（移動体通信事業者）から
ネットワークを借りること

防災時に市町村間で迅速に広域連携出来るように、全国一律の
同一システムで災害に強いシステムを導入することを提案

全国一律のシステムの導入は、周波数の有効利用や費用低廉化につながる

3

移動体通信事業者の参入を可能とする制度の提案

現在

900市町村ごとの免許

市町村・消防本部

免許

免許

免許免許

免許
免許

免許 移動体通信事業者等
（総合通信局単位の免許）

ネットワーク貸し出し

提案

「一般業務用」として移動体通信事業者等にこの260MHz帯を割当て可能とし、市町
村にネットワークを貸し出す仕組みを設けていただくことを要望

防災行政無線が使用している260MHz帯は、周波数割当て計画上「公共業務用」と
なっているため、現行では市町村等の行政機関しか周波数を利用できない

■移動体通信事業者が免許を取得し、ネットワークを運用するメリット
・規模のメリットによるコスト削減、無線の専門家の人材確保、運用ノウハウの活用が可能となる
・財政難や人材確保の関係で二の足を踏んでいた地方公共団体のシステム導入が促進される
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平成 25 年 7 月 4 日 
 
平成 25 年 6 月 14 日付けでの、「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術条件」（諮

問第 2033 号）のうち、「 60MHz 帯デジタル同報系防災無線の低廉化」及び 
「150/260/400MHz 業務用移動通信の周波数有効利用」についての関係者からの提案募集 
に対して、添付資料「無線列車制御システム 」を提案・希望するものであります。 
当該提案に当たっては、本来鉄道事業者自体からの提案を行うべきでありますが、提案

募集日から、募集期日までが短日時であり鉄道事業者全体での調整作業では成案には到っ

ておらず、よって、一般社団法人 日本鉄道電気技術協会 小職が計画慨案をまとめての当

提案となりました。  
ここに、提案趣旨のご理解を賜り以降の具現化に向けてのご支援頂きますようお願い申

し上げます。 
 

以上 
 
 
                 一般社団法人 日本鉄道電気技術協会   
 
 
 
 
（添付資料） 
   提案書 ： 「無線列車制御システム 」 
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○ 「１５０/２６０/４００MHz業務用移動通信の周波数有効利用」
提案募集内容 ： デジタル方式の特徴を生かしたアプリケーション活用方策

提案件名 ： 無 線 列 車 制 御 シ ス テ ム

提案者
会社・組織名 一般社団法人 日本鉄道電気技術協会

「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術条件」（諮問第２０３３号）のうち、「６０MHz帯デジタル同報系防災無線の低廉化」及び
「１５０/２６０/４００MHz業務用移動通信の周波数有効利用」についての関係者からの提案募集・・・（平成２５年６月１４日）

無 線 列 車 制 御 シ ス テ ム 、 提 案 理 由

２１世紀鉄道においては大都市線区・地方線区にあっても、技術革新（軌道回路レス等）と共に業務革新（単線並列運転
等）を目的とした、鉄道１３０年余の歴史と発想に捉われない新たな列車運転システム構築、かつ、将来に向けての輸送コ
スト削減化も必要であり、ここに無線列車制御システムの開発・導入を図るものであります。そのためのシステム・周波数利
用の提案であります。概検討結果からはUHF ４００MHz帯においてデジタル復信方式での各１MHz幅 所要周波数帯
域幅計２MHzとなります。

無線列車制御システム

A T S 方 式

A T C 方 式

タ ブレット閉そく方式

自動閉そく方式

C T C 方 式

（CTC基本構成）

信
号

保
安

方
式

発
展

方
向

（次世代方式、計画）

 列車運転

●　高密度列車運転取り扱いにおける安全性の向上

●　スピードアップ（速達性の向上）

●　列車運転間隔の短縮（輸送力増強）

●　乗り心地・輸送の快適性の向上（サービス向上）

●　踏切遮断時分の短縮

●　効率的・経済的な設備構成・更新の容易性

●　設置数・設置スペースの縮小化

●　設備管理の効率化・低コスト化並びに保守情報のリアルタイム処理化

施設・装置

２１世紀の鉄道運転方式

●　２１世紀鉄道を目指しての新しい運転方式の開発・実用化

●　新無線利用列車制御方式の実用化実証確認

（常時運転状況の監視・制御）

列車運転

●　高密度列車運転取り扱いにおける安全性の向上

●　スピードアップ（速達性の向上）

●　列車運転間隔の短縮（輸送力増強）

●　乗り心地・輸送の快適性の向上（サービス向上）

●　踏切遮断時分の短縮

●　効率的・経済的な設備構成・更新の容易性

●　設置数・設置スペースの縮小化

●　設備管理の効率化・低コスト化並びに保守情報のリアルタイム処理化

施設・装置

２１世紀の鉄道運転方式

●　２１世紀鉄道を目指しての新しい運転方式の開発・実用化

●　新無線利用列車制御方式の実用化実証確認

（常時運転状況の監視・制御）

列 車 運 転 保 安 方 式 の 発 展

４

１
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無 線 列 車 制 御 シ ス テ ム 概 念 図

無線列車制御システムは、地上（拠点装置）と車上（車上制御装置）間の無線伝送を基盤とし、従来からの軌道回路（レール間電気回路）によ
らないで位置検知、先行列車位置に基づく列車間隔制御方式を特徴とした２１世紀鉄道に相応しい無線システム活用での「新しい列車運転保安
システム」である。欧州、米国でも開発実用化が進み当該方式の世界標準化も進んでいる。

基本的な制御の仕組みと機能
このシステムは、車上での列車位置
検知、列車の間隔制御、駅構内の連
動制御、踏切り制御、在線管理機能
、システム管理機能、保守作業の安
全に関わる制御、無線伝送制御等の
機能を有する。

① これまでの軌道回路に代わって
列車自ら位置検知を行なう。

② 自己列車位置を地上装置に無線
系を介して伝送する。

③ 拠点装置は、各列車の位置情報
を基に列車追跡を行い各列車の
安全走行条件、停止限界位置等
を無線より各列車に伝送する。

④ この停止限界を受信した列車の
ブレーキ制御用速度照査パター
ンに合わせて走行する。パタ
ーンを超過した場合にはブレー
キ制御を出力する。

⑤ 地上－車上間の無線伝送は約１
秒間隔の周期で行う。車上装置
は進路設定や先行列車の進行に
より、時々変化する運転条件に
追従運転制御する。

⑥ 線路・地上施設の異常を列車防
護情報として無線系を介して行
う。

停止停止

列車位置

信号機

車上

軌道回路

列車位置検知

停止限界

車内信号 速度照査パターン

自動閉そく式

無線制御方式

非常ブレーキ

列車間隔に応じて列車を減速、停止

閉そく区間ごとに信号の現示に基づき列車の速度を制御

ATS

注意注意

現

行

運転情報

信号機・標識

新
列
車
運
転
方
式

列車防護安全太郎

（拠点装置）

停車限界位置算出
列車追跡

④

⑤

③

②

①
⑥

システム名称 ： 無線列車制御システム（仮称）

２

無 線 列 車 制 御 、 列 車 毎 時 分 割 制 御 概 念 図

３

列車、移動局

周波数、 ｆ １´ （移動局送信）

周波数、 ｆ１（基地局送信）

駅 、基地局

０ １ ２ ３ ４ ５ ・・・ n

０ １ ２ ３ ４ ５ ・・・ n

TDM方式

TDMA方式

自己割当フレームで 全列
車同時受信

自己割当フレームでのみ送信

周波数第１線区

この方式は基地局、
移動局別に周波
数を利用するので、

FDD方式
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基 地 局 伝 送 容 量 と 収 容 列 車 本 数

基地局

サービスエリアー

列車　移動局

伝送速度：　３２Kｂｐｓ

○　１列車当り所要データ量　
　　　　約　２ｋｂit

○　アップデート時間　　　　　
　　　　　約　１秒以下　毎

１基地局収容列車本数（試算）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３２Kｂｐｓ/　２ｋｂｐｓ　（含む誤り訂正符合）　　

　　　　　　　　　　　　≒　１６　列車

（注）基地局サービスエリアー設定は、
　　　駅間距離等とその区間内での列
　　　車運転本数によることとなる。

基地局

サービスエリアー

列車　移動局

伝送速度：　３２Kｂｐｓ

○　１列車当り所要データ量　
　　　　約　２ｋｂit

○　アップデート時間　　　　　
　　　　　約　１秒以下　毎

１基地局収容列車本数（試算）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３２Kｂｐｓ/　２ｋｂｐｓ　（含む誤り訂正符合）　　

　　　　　　　　　　　　≒　１６　列車

（注）基地局サービスエリアー設定は、
　　　駅間距離等とその区間内での列
　　　車運転本数によることとなる。

基地局

サービスエリアー

列車　移動局

伝送速度：　３２Kｂｐｓ

○　１列車当り所要データ量　
　　　　約　２ｋｂit

○　アップデート時間　　　　　
　　　　　約　１秒以下　毎

１基地局収容列車本数（試算）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３２Kｂｐｓ/　２ｋｂｐｓ　（含む誤り訂正符合）　　

　　　　　　　　　　　　≒　１６　列車

（注）基地局サービスエリアー設定は、
　　　駅間距離等とその区間内での列
　　　車運転本数によることとなる。

基地局の伝送能力は、割当周波数占有帯域幅、変調方式等で決まるものである。当提案では４００MHz帯、周波数割当間
隔25ｋHz（注）、変調方式π/４QPSK、データ伝送速度32ｋｂｐｓとしており、この１基地局伝送容量内において１６列車を収容し、
１列車当たり2ｋｂｉｔを割り当てる。なお、この2ｋｂｉｔでは列車運転制御情報と共に車両保守・故障情報等の１００～１２０項目の
情報伝送を可能とする。

（注） ARIB標準規格ＳＴＤ-Ｔ80に準拠、 JR東日本 仙石線実施例での周波数利用は、6.25ｋHz幅、伝送速度 9.6kｂｐｓとなっている。

４

３２ kbps/  ２ kbit

無 線 列 車 制 御 シ ス テ ム と 周 波 数 利 用 計 画 （ 案 ）

周波数利用基本条件

➣ 当該無線通信系は、装置対装置間通信である。
１基地局対１６列車（移動局）間通信方式（データ
伝送のみ）

➣ 専用周波数であること。
妨害、干渉が少なく、鉄道網に対応した線区毎専
用無線周波数を有すること。（VHF帯又はUHF帯を
利用して）

➣ 列車運転保安システムであり、列車・地上間の制
御・監視用伝送路は「閉」回路を構成し（許容時間
内閉回路作動）フェールセーフ機能を基とする。

➣ システム設計としては、１管理業務区間内（１基地
局無線サービスエリアー）においては、被制御・監
視列車本数限度が定められていること。

そのためには、１列車当たりの送受信情報量、列
車・地上間送受信レスポンス許容時間、又基地局・
列車移動局間の送受信データ伝送速度（変調方
式）等の諸条件の決定が必要である。

➣ 情報伝送量
基地局 ： ３２Kbps (TDM方式）
移動局 ： ３２ｋｂｐｓの中での指定フレームで送

信(TDMA方式 １/16  列車当たり)
（注）

周波数利用に当ては、電波産業会標準規格 都道府
県・市町村デジタル移動通信システムSTD-T80に準拠し
たものである。

周波数利用計画（案）

所要周波数
・１線区４対波（８波）
・１０線区（都市部集中地域）
・周波数間隔 ２５ｋHz

２５×２（復信）×１０線区×４（繰返）

計 ２MHz幅

５
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平成２５年７月３日 
関東鉄道協会 技術委員会 

 
需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途等について 

 
１ 背景 

現在、多くの私鉄では、誘導無線方式及び空間波無線方式（アナログ）を用

いて列車乗務員－指令所間の指示・命令等の通信を行っています。 
しかし、誘導無線方式は、近年インバーター等の外来ノイズにより明瞭な通

話ができない場合が多々有り、また、アナログ無線方式は、デジタルデータと

の親和性が低いため、文字情報（データ通信）等を用いた運転指示などを行う

ことが難しく、近年の運行路線の複雑化やダイヤの過密化に十分対応しきれて

おりません。 
そのため、関東地区における鉄道事業者４１社（JR を除く。）で構成する関

東鉄道協会では、列車無線の高度化を目指し、誘導無線方式、空間波無線方式

（アナログ）から空間波無線方式（デジタル）への移行を進めているところで

あり、今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の一つとして列車無

線を提案するものです。 
 
２ 150MHz 帯に導入すべき業務用無線について 

列車乗務員と指令所間を結ぶ列車無線は、万一、事故・災害が発生した場合

における旅客の安全確保と迅速な輸送の復旧を行うため非常に有効な指示・命

令を行う通信システムです。実際、東日本大震災の際においても、他の通信イ

ンフラが使用できない状態の中、自営通信である列車無線は有効に活用され、

お客様の安否確認はもとより、駅や列車などの鉄道施設の被害状況の確認を迅

速に行うことができ、早期に運転を再開することができました。 
日常においても、輸送障害発生時における迅速な輸送の復旧、お客様に対す

る列車運行情報の配信などにも有効に活用されています。 
近年は、輸送量の増大に伴い、列車無線の通信トラフィックも確実に増大し

ており、さらには運行路線の複雑化やダイヤの過密化に伴って列車乗務員に対

して迅速かつ正確な運転指示を行う必要もあり、音声通信のみならず、文字デ

ータ等による新たな通信形態を活用する必要性が高まってきています。 
よって、当協会といたしましては、以上を踏まえ 150MHz 帯に導入すべき

業務用無線について、周波数の有効利用を図りつつ、増大する通信量に対応す

るため、「音声・データ通信機能を有する 150MHz 帯デジタル列車無線」を提

案いたします。 
以 上 
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平成２５年７月５日 

 

 

 

一般社団法人全国陸上無線協会 

 

 

今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途（提案） 

－業務用無線としての簡易無線の利活用について－ 

 

１ 業務用無線としての簡易無線の利用について 

簡易無線は、簡易な手続で使用できる自営無線の１つとして広く利用されて

おり、全国で約 80 万局が開設・運用されています。 

簡易無線は、他の通信網に依存することなく自己完結性をもった無線システ

ムですので、非常災害時等において、仮に公衆網が輻輳または寸断された場合

であっても使用することができ、実際、総務省においても簡易無線機が備蓄さ

れ、東日本大震災の時もそうですが非常災害時には被災地に貸し出され、非常

時の通信手段として有効に活用されているところです。 

東日本大震災以降、同震災時の経験を踏まえ、企業、自治体においては非常

時の通信インフラとして簡易無線をはじめとする自営無線が見直されてきてお

り、簡易無線についても、その台数は着実に伸びております。 

以上から、当協会として、今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無

線の一つとして簡易無線のより一層の利活用を提案させて頂きます。 

 

２ 需要・通信量の増加が想定される簡易無線について 

簡易無線はこれまでアナログ方式が多数を占めていましたが、平成 20 年に

400MHz 帯簡易無線がデジタル化されたのを皮切りに、平成 24 年には 150MHz 帯

もデジタル化が導入されました。デジタル化が導入されたことにより、音質や

秘話性能が向上し、またデータ通信も可能となったことから、利便性は格段に

向上しました。 

また、簡便な手続で使用ができる登録局制度が平成 21 年に導入され、無線機

のレンタルや上空においてスカイスポーツ等を含むレジャーにも使用できるよ

うになったことから、無線局数も増加傾向にあります。 

今後は、現在のアナログ方式からデジタル方式への移行や、デジタルの特徴

であるクリアな音声通信、また、データ通信へのニーズの高まり、現在検討中

の海上利用の動き等を受け、デジタル簡易無線の需要は、先に述べた非常時の

通信インフラとしてだけでなく、ますます高まってくるものと考えられること
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から、将来的には、デジタル簡易無線の周波数がひっ迫することも視野に入れ

る必要があると考えています。 

このため、当協会といたしましては、周波数の有効利用を図りつつ、増大す

る局数に対応するため、150/400MHz 帯において、デジタル簡易無線用の周波数

帯域の拡大が不可避になるものと考えています。 

 

 

 

 

（参考）主なデジタル簡易無線の仕様 

種類 免許局 登録局（※） 

周波数帯 150MHz 帯 400MHz 帯 400MHz(350MHz)帯 

チャネル数 
28ch 

(うち、データ専用 9ch)
65ch 30ch 5ch 

出力 5W 5W 1W 

使用可能 

地域 
全国の陸上 全国の陸上 

全国の陸上

及び上空 

不特定の者 

との通信 
不可（免許人間通信のみ） 可 

主な 

使用用途 
会社等での業務用通信 

会社等での業務用通信 

レジャー通信 

（※） 混信防止機能の備え付け等、一定の条件を満たす無線設備のみを使用

することにより、免許局で行っている審査を大幅に簡略化し、迅速に無

線局を開設することができる制度。 
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「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」 

に関する提案 
 

QoL-SN 推進協議会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「400MHz 帯医療用テレメータ(BAN)への 

新周波数割当のご提案｣ 
 

参考資料： 
○医療用テレメータに関する課題～BAN(BodyAreaNetwork)検討に伴う問題点～ 

日本医療機器産業連合会・電子情報技術産業協会・医用電子システム事業委員会 
 

○「QOL センシング・ネットワーク(QoL-SN)推進協議会」開催要綱 
○H25 年度 QoL-SN 推進協議会参加予定団体一覧 
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(1) 今後，需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途 

提案の背景 

 現在，我が国では少子高齢化が急速に進展しているが，総務省の発表によると 2010(平成

22)年 9 月 15 日現在，65 歳以上の高齢者は 2944 万人で，人口全体に占める割合は約 23％で

ある．この割合が 2025(平成 37)年には約 30％となり，3人に 1人が高齢者になるものと予

測されている． 

このような高齢化社会において現状を放置したままにしておくと，65 歳以上の高齢者に対

する医療費負担の割合は，2025(平成 37)年には全体の 3分の 2を占めるようになるものと厚

生労働省では見込んでいる．  

現在，都市部では，その人口密度の高さにより高齢者が介護施設等に入居できないことか

ら，地方の施設に入居することが増えており，これにより地方の高齢者が地元の施設に入居

できないことが問題にもなっている． 

このような状況を改善し，健康な人たちを増やすための方策や，若い時から健康を維持す

るための環境整備を含め，予防医療の重要性に対する認識を急速に高める必要がある． 

これら予防医療の実践的アプローチとして，生体情報や生活情報を個人の身体に装着した

センサ（ボディセンサ）を通じて収集し，蓄積された健康データを予防医療的な見地から分

析・診断することにより，個人の健康に関する様々な指導・助言を行うという構想が挙げら

れ，狭帯域短距離無線通信システムを利用した通信ネットワーク(BAN)の整備が望まれる．

この通信ネットワークを実現するものとして IEEE802.15.6 規格があり，現在情報通信の

分野において，ボディセンサ，通信端末，無線ネットワーク，センタサーバなどを一体とし

て捉え，様々なアプリケーションの提供を容易にするシステムや機器間のインタフェースの

標準化に関する研究が行われている． 

さらにセンサ，電池，無線機器などの関係ベンダもこの予防医療的な生体・生活情報をベ

ースとしたセンサネットワークに関する研究成果の行方に大きな関心を寄せ始めている． 

これらのシステムをうまく活用して，予防医療システムの確立を目指すことが非常に重要

な事と考えられる． 

 

日本の医療用テレメータの利用状況 

日本の医療用テレメータにおける，総送信機数は約 20 万台（2008 年度）であり，200 床

以上の約 5,000 病院の一般病棟，循環器病棟，新生児病棟，救急外来，リハビリ，患者移動

時等で使用されている． 

近年の医療の高度化に伴い，その送信機数は増加しており，1,000 床規模の病院では送信

周波数チャネルの限度いっぱいのチャネル数を使用している． 

また，都市部で病院が近接して立地している場合，他の病院で使用している医療テレメー

タ波が干渉となるため，自由に使えるチャネル数が制限を受けている． 

日本の医療用テレメータの専用帯域（RCR STD-21）は，420.0500-421.0375，

424.4875-425.9750，429.2500-429.7375，440.5625-441.5500，444.5125-445.5000，

448.6750-449.6625 MHz 帯であり，その帯域幅は約 7 MHz と絶対的な不足が考えられる． 
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米国での動向 

一方，米国の無線医療テレメトリーサービス（WMTS; Wireless Medical Telemetry Service）

における総送信機数は約 46 万台であり，専用の周波数帯として，608-614，1395-1400，

1427-1432，2360-2400 MHz 帯が割当てられており，その帯域幅は約 56 MHz である． 

また，米国では既に 2012 年 2 月より IEEE802.15.6 を正式に承認し，同年 5月には MBAN

（Medical Body Area Network）向けに周波数割り当てが行われている． 

 

望まれる業務用無線の用途 

前述の通り，この超高齢者社会における医療費増大の解決策として大きく焦点を当ててい

るのが，健康寿命の延伸を実現する予防医療と，医療・介護・健康分野のデータ共有である．

現状ではこれらを支える通信ネットワークが全然整備されておらず，しかもその通信ネッ

トワークに接続される医療・介護・健康機器から得られるデータには，品質確保が重要な問

題となる． 

秘匿性が高く，双方向通信が可能な IEEE802.15.6 規格を用いた通信において 2.4GHz 帯で

は既に無線 LAN 等の使用が普及しており，医療用として新規に専用周波数割り当てを見込む

のは難しいものと考えられる． 

また，現行の医療用テレメータ領域では，既に周波数のひっ迫が叫ばれているのが現状で

ある． 

従って，院内医療で不足している医療用テレメータ領域を侵害せずに，同様のデータ品質

を確保する介護・健康機器テレメータを用いた在宅介護や在宅ヘルスケアを可能とする，信

頼できる生体情報を伝送するためには，400MHz 帯において新規の専用周波数帯の充実が必要

不可欠であると考える． 

米国の充実した医療用テレメータ帯域幅は望むべきだが，日本同様に在宅医療が喫緊の課

題である中国の 400MHz 帯医療用帯域幅を１つの目安と想定し，現状，市町村・都道府県防

災行政無線の使用領域の半分の 14MHz 程度の領域を希望し，在宅介護・在宅ヘルスケアの実

現を望むものである．  
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(2) デジタル方式の特徴を活かしたアプリケーション活用方法 

生体情報を取得するセンサのサンプリング周波数は数 100 Hz 程度であるが，医療，介護

やヘルスケアの典型的なアプリケーションでは，無線伝送に高い信頼性(低誤り率と低遅延)

が要求され，かつ情報伝送速度も数 kbps（kilo bits per second）から数百 kbps とスケー

ラビリティが高いのが特徴である（高スケーラビリティ）． 

また，片方向通信や双方向通信を要求するアプリケーションや，双方向アプリケーション

でも，上りと下りでの情報伝送速度が単に対称なものからデータ量は少ないが着実な下り伝

送を要求する非対称なものまで様々ある（非対称性）． 

 デジタル方式の大きな特徴は，高スケーラビリティと非対称トラフィックを収容できる能

力であり，医療，介護やヘルスケアのアプリケーションはまさにデジタル方式のこの特徴を

フルに活用するものである． 

残念ながら，日本の現行 400 MHz 帯テレメータ（RCR STD-21）は単向通信しかサポートし

ていないため，生体センサ側での救急要請音の発生（周囲に注意喚起する機能），モニタリ

ング圏外通知（モニタ圏外へ出たことの注意喚起機能）やセントラルモニタ情報の反映（モ

ニタ側からの情報の反映と生体センサの遠隔操作）等は人的な対応を余儀なくされており，

システムやネットワークの高機能化のためにも，双方向通信機能が必要不可欠であると言え

る． 

まさに，IEEE802.15.6 の双方向化のメリットを活かす場面であると言える． 
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(3) アナログ方式とデジタル方式の混在時の共用・干渉低減策 

IEEE 802.15.6 標準規格では，自らが信号を出す前にキャリアをセンスし，チャネルが空

いていることを確認してから無線リンクを確立する仕組みになっている． 

また，無線リンク確立後に，何らかの理由で，同一チャネル内でアナログ信号を受信した

場合，周波数をスキャンする機能が働き空チャネルをサーチし，自分のチャネルを空チャネ

ルに移行する． 

また，送信電力を制御することにより，与干渉を低減させることもできる．さらに，チャ

ネル配置をオーバーラップさせることにより，アナログ信号に干渉与えず，かつ無駄な空き

周波数が生じないような周波数チャネルで柔軟に信号を送受信することができる． 

 

 
 
(4) デジタル方式の無線設備の低廉化 

無線設備の低廉化の鍵は，チップ，デバイスやシステムのマルチベンダ化であり，そのた

めには，それらの仕様が国際標準規格あるいはデファクトスタンダードに基づいていること

が必要不可欠である．医療とヘルスケア用途で，身体に装着した生体センサからの情報を無

線で収集するための物理層/メディアアクセス制御層プロトコルは，IEEE 802.15.6 標準規格

として 2012 年 2 月に成立しており，医療で要求される高い信頼性を確保しながら，高スケ

ーラビリティと非対称トラフィックの収容を可能としている． 

特に，400 MHz 帯の IEEE 802.15.6 標準の狭帯域物理層規格は，日本の電波法を意識して

策定されており，ギガヘルツ帯以下での他の狭帯域物理層規格と共通する部分が多いため，

日本のメーカによるワンチップ量産化が可能となるため，日本のこの分野の産業育成にも貢

献できる． 

 

 
 
(5) 効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 
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平成 25 年 7 月 5 日 
 
 
 
 

提案者 1 
日本空港無線サービス株式会社 

提案者 2 
アビコム・ジャパン株式会社 

提案者 3 
関西国際空港情報通信ネットワーク株式会社 

提案者 4 
中部国際空港情報通信株式会社 

 
「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」に関する提案 

 
 標記について、別紙の通り提案します。 
 
 

以上 
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別紙 
 
１．はじめに 
 現在、空港 MCA については専用で周波数（400MHz 帯）が割り当てられているところです

が、設備更改を契機とした周波数の有効利用に向けて、クリティカル・コミュニケーションで

利用される国際規格の導入を可能とする技術的条件の採用及び周波数の割当について提案し

ます。 
 
２．空港 MCA について 

空港 MCA は 4 事業者により 5 空港でサービスを提供しており、航空機の安全かつ円滑な運

航のために、約 1 万台の端末が稼動しています。当初アナログ方式で開始したサービスは 2007
年以降、ARIB T-87 の規格による TDMA デジタル方式への更改を順次完了し、現在に至っ

ています。このため、デジタル化初期に導入した装置は 8 年を経過し、あと数年で設計寿命を

迎えることから設備更改に向けた調査・検討を進めて参りました。 
空港 MCA の周波数は専用で割り当てられており、空港及びその周辺という限られたエリア

で高いトラヒックが発生する特性を有しています。また、航空業界ではオープンスカイ協定の

発効による発着回数の増加に伴う空港の業務量の増加が想定され、空港 MCA のトラヒックは

今後も増加していくものと考えられます 
一方、マーケットが日本の空港に限られるため、システム・端末等の調達コストが高く、空

港 MCA サービス料金に大きく影響しています。設備コストに対して採算が取れない中小規模

の空港への展開は、需要があっても困難な状況です。また、エンドユーザからは、携帯電話の

ような高機能端末やデータ通信等の新サービスへの要望が高まっていますが、調達コスト等を

考慮すると、その提供は非常に困難な状況です。 
 
一方、海外に目を転じると、空港無線はクリティカル・コミュニケーション用の業務用無線

として検討され、国際的規格に則ったデジタル化された多様なシステムや GPS やカメラを有

した高機能な端末の中から選ぶことができるようになっています。また、これらのシステム上

で動く空港や航空会社の業務に即した、データ通信も組み合わせたアプリケーションが提案さ

れています。 
 
３．業務用無線の世界的動向について 
 世界の業務用無線の動向を一部ではありますが調査したところ、パブリックセーフティ（警

察・消防）、政府・自治体、交通機関、ユーティリティ、空港・港湾、等のユーザを対象とし

た業務用無線は、クリティカル・コミュニケーション用という、通常時はもちろん、事故・災

害発生時においても使えなくてはならないシステムとして認識されています。そして、用途個

別ではなく、同一の規格として議論されています。 
 その結果、次のようなメリットがあることから、今では国際的な規格となりつつあります。 

・ある帯域内を、複数のクリティカル・コミュニケーション・ユーザで共用することで、

周波数利用効率の向上に資する。 
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・同一の規格を用いることで、チャネル配置のみの検討となり、異システム間の方式間干

渉検討の手間を低減する。 
・ 同一の規格を用いることで、事故・災害等発生時におけるパブリックセーフティを始

めとするクリティカル・コミュニケーション・ユーザ間での連携が容易となっている。

特に９．１１を契機に重要な要素となっている。 
 
また、異なるベンダー間でのインターオペラビリティを担保することで、競争環境が醸成、

マーケットの拡大・活性化が推進されています。そのため、継続した開発・バージョンアップ

が行われ、ユーザにとって新たな技術の採用を容易にし、将来のシステム陳腐化への懸念を軽

減しています。 
 
一方、日本においては効率的な業務運用のために、用途に即したシステムが導入され周波数

が割り当てられているところですが、更なる周波数利用効率の向上、干渉問題の低減、及び業

務用無線業界の活性化のために、新たな技術・周波数割当の検討が期待されます。また、東日

本大震災等の教訓を生かした大規模な事故・災害発生時における国民の生命やインフラを守る

行政及び業界間の通信の必要性や方法についても早急に検討・実現する必要があると考えます。 
 
４．提案 
業務用無線について、無線装置数が少なく高トラヒックに対応でき、かつ端末の省電力が期

待できる TDMA 方式を基本とし、インターオペラビリティを確保し拡張性に優れるシステム

の導入が必要であるとともに、周波数共用による有効利用に資するために、クリティカル・コ

ミュニケーションのプラットフォームとして普及が進んでいる国際的な規格のシステムの導

入が可能となる技術的条件とすることを提案します。 
周波数割り当てにあたっては、複数用途で同一規格のシステムを利用することにより、干渉

検討が容易となるとともに共用も促進され、周波数有効利用に寄与できると考えます。具体的

には、今後トラヒックの増加が想定される空港 MCA や、空港における大きな事故発生時等の

連携のために、関係機関を含めた一定の帯域における周波数の共用を前提として、移行期間を

考慮しつつ、国際的な規格のシステムの使用が可能な周波数割当も行っていただくよう提案し

ます。例えば、上り、下り 5MHz 程度の帯域を 10MHz の間隔で使用するような、国際的な規

格のシステムの使用が可能な諸外国で既に使われている周波数ブロックから割当て、エリア毎

の状況を加味しつつ複数の用途で利用することを提案します。 
国際的な規格のシステムも使用可能な帯域を設定することが、業態ごとに割当られている周

波数の整理等、より効率的な周波数の利用につながると考えます。 
国際的な規格の採用により、国内向けシステム・端末の海外への展開によるマーケットの拡

大や業務用無線業界の活性化も期待されます。また、マーケットの拡大、競争の促進により最

新の技術の導入が可能となるとともに低廉化が促進されることによりパブリックセーフティ

や自治体等への導入も期待され、エンドユーザひいては国民全体の利便性の向上に寄与できる

ものと考えます。 
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「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」についての提案書 

一般社団法人日本ガス協会  
 
 

Ⅰ．はじめに 
 都市ガス事業者の使命として非常災害時の迅速な対応および

２次災害の防止は必要不可欠であるが、その際に も効果的に

運用できる通信手段として業務用移動無線があげられます。 

弊業界における業務用移動無線はガス事業用として 150ＭＨｚ

帯、400ＭＨｚ帯の一部が割り当てられております。 
一般的な携帯電話は、ひとたび大規模災害が発生すると、輻

輳や通話規制により利用不能となる可能性が非常に高く、業務

用移動無線の有効性は依然として高いものとなっております。 
業務用移動無線は、他の通信設備にはないメリットがあり、

「ガス漏れ等事故発生時の緊急車両への指令、現場状況報告」、

「ガス工事、保安点検、機器修繕等の現場連絡手段」等の用途

のほか、特に災害復旧時にその有効性を発揮しており、『新潟県

中越沖地震』、『東北地方・太平洋沖地震』の復旧活動において

も、緊急連絡や一斉指示・情報共有等の面で非常に有効な通信

手段として活用されたことが、各事業者のヒアリング結果によ

り再認識されております。 
 
Ⅱ．150/400MHz 帯 ガス事業用移動無線の実装状況について 
 
(1)復旧応援波の実装 
 『阪神・淡路大震災』の復旧作業では、各ガス事業者所有の

移動無線機の周波数が各々異なっていたため、復旧各隊におけ

る連絡手段の確保が課題となりました。 そこで非常災害時にお

ける復旧応援用の無線周波数の取得を当業界から総務省（旧郵

政省）に要望した結果、平成８年度より150ＭＨｚ帯7波、400
ＭＨｚ帯 9 波の「復旧応援波」がガス事業用無線局において利

用可能となっております。 
また、図のように、被災事業者およびガス協会からの応援事

業者が復旧応援波を実装した無線機を現地に持ち込むことで、

以下のようなメリットがあります。 
【復旧応援波活用のメリット】 

復旧各隊における指令車両～作業者間、複数の作業者間にお

ける通信を迅速に確保 
各隊に別々の周波数を割当てることで混信を防止 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
このように復旧応援波の利用は、非常災害時の復旧を迅速に

進める観点から非常に有効な手段であり、全国２０９のガス事

業者においては、自事業者が被災した場合の円滑な対応や迅速

で効率的な復旧応援のためにも、復旧応援波の実装を順次すす

めております。 
 

(２) デジタル化への移行 

現在、総務省では防災行政や電力事業用等に、デジタル化を

推進しておりますが、ガス事業用移動無線については、400MH
ｚ帯π/4QPSK デジタル変調方式で東京ガス・大阪ガスはデジ

タルへの移行を完了しています。 
現在、平成１７年１２月の無線設備規則改正にともなうスプ

リアス規格に適合する無線機への移行にあわせ、業界全体での

150/400MHｚ帯でのデジタル移動無線機（π/4qpsk変調及び4
値FSK変調）の利用をＪＧＡにて検討中の状況です。 本検討

については、総務省（総合通信基盤局電波部移動通信課）さま

との協議を行わせていただいております。 
 
Ⅲ．150/400MHz 帯 ガス事業用移動無線周波数計画への提案 
 
弊業界では、150/400MHz 帯の周波数を用いたガス事業用移

動無線のシステム構築を含めて 209 社で数多くの無線機に本周

波数を実装して運用されております。 
特に、非常災害時における復旧応援体制を考慮した復旧応援

波の無線機への周波数実装を、平成 8 年度以降、業界全体とし

て推進してきております。 
また、既存の業界として多く存在するアナログ無線機につい

ては、新スプリアス対応への対応が必要なことから、

「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」の検

討において、以下の2つの提案をさせて頂きます。 
 
１．効率的にアナログ方式からデジタル方式へ移行する方法 
下記(1)～(3)の手順で移行を進める。 

(1)  既にアナログで指定されている周波数帯でデジタルの

周波数を指定する。 
(2)  免許人は、順次買替えの際にデジタル／アナログ両用機

を導入する。 
(3)  全数が更新された時点で運用をデジタルに統一する。 
 

※ 弊業界では、業界全体としての非常災害時における復旧応

援体制が運用されているため、ガス事業用移動周波数は、

150/400MHz 帯の周波数を継続利用可能としていただき

対 策 本 部
復 旧 Ａ 隊

復 旧 応 援 波 Ａ 波

復 旧 応 援 波 Ｂ 波

復 旧 Ｂ 隊
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たい。 
※ ガス事業者は、全国209社で事業規模が大きく異なってい

るため、一斉にデジタル無線に移行することは、経営への

影響が大きく対応が困難な事業者が多く存在します。 従

って、209社が運営している150/400MHz 帯の無線機への

影響が必要 小限となるよう計画いただきたいと考えます。

なお、一斉に移行させるためには補助金等の支援をご検討

願います。 
※ また、前述のように既に400MHz帯では、ガス事業用とし

て既にアナログで連続的に指定されている周波数 9 波を利

用して、デジタル用周波数17波の指定も受け、大手2社が

デジタル化を実施しております。 
 
２．デジタル方式の無線設備の低廉化 
(1)  業種別に無線に開発を実施すると開発コストがかさみ

高額な無線装置となる。 
(2)  簡易無線が統一規格で各メーカーが製造・販売している

ように、一般業務用（ガス事業用など）として統一の仕様

で各メーカーが製造・販売する。 
(3)  もしくは、一般無線のハードを流用し、ソフトの変更で

一般業務用無線機として販売できるような規格とする。 
(4)  特に防爆型無線機については、設計・製造・防爆検定の

特殊性、および、総販売台数が比較的少数であることから、

個々に規格化や設計から製造を行うことは機器の価格を

高価にすることになるため、統一規格や共同開発、委託製

造などが低廉化に有用と思われます。 
 
本提案内容のご考慮をお願いいたします。 

以上 
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提 案 書 

 

平成 25 年 7 月 4 日 

 

 

久米島町 

 

 

「業務用陸上無線通信の高度化等に関する技術的条件」（諮問第 2033 号）のうち、

「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」についての関係者からの提案募集

について別紙の通り提案致します。 
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別紙 
 

2 
 

 

≪提案内容≫ 

150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用として以下の要件を満たす「緊急自

治体業務用無線」への利用を提案させていただきます。 

・ 従来の音声や小容量のデータ通信用途だけでなく、高精細画像や動画、位置情報等の

大容量のマルチメディアデータ通信との併用が可能であること。 

・ 災害等において高信頼性・抗堪性を確保するため、軽易な無線機による端末同士のア

ドホックネットワーク網の構築ができること。 

・ 状況に応じて様々な周波数帯・通信方式で相互接続できることで、自衛隊、警察、

消防等の業種専用通信網と携帯電話網のデュアルネットワーク対応ができること。 

・ 廉価な予算で整備が可能であること。 

 

≪背景≫ 

久米島町は那覇市の西 100Km に位置する久米島本島をはじめとし、奥武島、オーハ島の有人島

及び無人島で米軍の射爆撃場となっている鳥島、さらに鹿児島県徳之島の西方にあり県内唯一の

活火山島でもある硫黄鳥島の島から構成されています。 

平成 14 年 4月 1日、島にあった 2つの村（具志川村、仲里村）が合併して久米島町が誕生ま

した。平成 25 年 6 月末現在で人口 8,587 人（3,958 世帯）となっています。 

 

 久米島町は四方を海に囲まれており、島外との基幹通信網としては、沖縄本島との間に敷設さ

れている海底光ファイバーケーブルとなります。しかし、自然災害や武力攻撃災害等によりこの

回線が寸断された場合、外部との通信手段が絶たれるため、完全に孤立してしまうこととなり、

これを回避するためには衛星通信回線の整備が必要となります。 

 また、久米島には、公立久米島病院があり、24 時間 365 日の救急医療体制を整えていますが、

全ての診療科を網羅しているわけではなく、場合によっては、沖縄本島の中核病院である南部医

療センターや中部病院等の医師の判断を仰ぐような場合も発生するため、久米島病院における島

外との通信手段の確保は必須と言えます。 

一方、自然災害、武力攻撃災害のいずれの場合にも、発災時においては、自衛隊、県警、消防、

近隣市町村、指定公共機関、医療機関との通信手段の確保により、情報の共有が不可欠となりま

すが、特に自衛隊、警察、消防等は業種専用通信網を持っており、この通信網との接続を確保し

つつ、衛星移動体通信網との接続も必要となるため、様々な周波数帯・通信方式で相互接続がで

きる通信手段の整備が必要となります。加えて、被災状況の把握のためには、高精細の画像や動

画での被災地域の映像等が不可欠であり、これらのデータを連携できるようにするため、大容量

のデータ通信の確保が必要となります。 

さらに、自主防災組織との連携も必要となり、また、住民への警報発令、避難指示等の通信手

段の多様化の手段として、住民の持つスマートフォン等との通信も確保することも求められます。 
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これらの要件を満たす通信手段として「緊急自治体業務用無線」の整備が求められるところと

なっております。 

 

一方国民保護法の観点においては、久米島町の国民保護計画において、通信手段の確保として

「町は、携帯電話、衛星携帯電話、移動系町防災行政無線等の移動系通信回線の確保により、町

対策本部、現地調整所、要避難地域、避難先地域等との間で国民保護措置の実施に必要な情報通

信手段を確保する」と規定しております。また、情報収集・提供等の体制整備として「武力攻撃

災害による被害を受けた場合に備え、複数の情報伝達手段の整備（有線・無線系、地上系・衛星

系等による伝送路の多ルート化）、関連機器装置の二重化等の障害発生時における情報収集体制

の整備を図る」、「無線通信ネットワークの整備・拡充の推進及び相互接続等によるネットワーク

間の連携を図る」と規定しております。「緊急自治体業務用無線」を整備することにより、これ

らの国民保護計画による通信手段の確保が実現することも可能となります。 

また、150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用による「緊急自治体業務用無線」

が実現することで、久米島町だけでなく、同様の課題を抱える他の自治体においても国民保護計

画に定められている多ルートでの通信手段の確保、災害発生時の情報収集・提供等の体制整備を

実現することが可能となるものと考えます。 

 
図 1 緊急時自治体業務用無線の利用イメージ 
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提案書 

平成２５年７月５日 

 

国土交通省 大臣官房 技術調査課 電気通信室 

 

平成２５年６月１４日付け「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」につ

いて提案募集に対し、別紙のとおり提案を提出します。 

別 紙 

 

「150/260/400MHz 帯業務用移動無線の周波数有効利用」の提案を募集する内容のうち、

「○今後、需要・通信量の増加が想定される業務用無線の用途」に関し、国土交通省にお

いては、下記の検討を進めており、今後 150MHz 帯への需要が増加する見込みです。 
 

記 
 

国土交通省では、全国の道路・河川の維持管理から、災害時の現場情報の把握・通信

支援及び他機関との相互通信に至るまで多くの場面で通信施設を活用しています。 
特に、災害発生に対して速やかな情報収集及び提供、復旧、復興などの対応を実現す

るために、迅速で確実な情報伝達手段を確保することが必要不可欠となっています。 
東日本大震災においては、発生直後から公衆回線は輻輳等により使用できない状況が

続きましたが、自営通信システムである K-COSMOS は極小の被害に収まり、災害状況の

把握、復旧等の活動場面で非常に役立っております。 
これらの K-COSMOS 及びアナログ VHF の自営通信システムに関しては整備開始から

20 年が経過し、製造メーカによる部品供給が終了し、保守の限界による信頼性低下が課

題となっており、新しいシステムへの更新を喫緊に行う必要があります。 
しかし、厳しい財政状況の中、出来るだけ費用を抑えた最適な移動通信システムへ移行

するために、150MHz 帯でのデジタル VHF の導入を計画しております。 
また、デジタル化によって、現場へ派遣した職員等の位置情報の正確な把握や、災害現

場写真等の送信による迅速な情報把握等が可能となるなど、データ通信機能を活用した高

度化が図れ、通信量も大幅に増えるものと想定しております。 
加えて、デジタル VHF システムでの 150MHz 帯の周波数としては、既存の

K-COSMOS 及びアナログ VHF からの移行需要等を考慮すると、デジタル化により狭帯

域化したとしても現状のアナログ VHF の周波数幅より多くの周波数を必要とします。 
更新は平成２７年度より順次移行を進める計画であり、当省の自営移動通信システムの

デジタル化の推進に必要な 150MHz 帯の周波数幅の配分をお願いいたします。 

 
以上 
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平成２５年７月５日 
 

個人 
 
 

１５０／２６０／４００ＭＨｚ帯業務用移動無線の周波数有効利用の提案について 
 
これは６０ＭＨｚ帯のデジタル同報無線の低廉化の提案より、大分頭が柔らかいですね。 
特定のメーカーのみが製造できるものではないという項目が消えているからです。 
この部分が入れば、これは難しい話になります。 
私が云いたいのは、一番優れた技術を持つ者にある程度委ねるしかないという意見だからです。 
それに移動無線は基本的に、周波数帯域広いので、分割しながら各メーカーに任せたら、結構、有効な手

段を作ります。 
これから書く提案は、極一部の提案と思っていただきたいと思うのです。 
技術的には６０ＭＨｚ帯のデジタル同報無線の低廉化の提案と共通点があるが、如何に周波数の利用効率

を高めるかです。 
ガードバンドを少なくして、実際に伝送できる領域を如何にして多く確保するかです。 
それとアナログとデジタルが共用できないかと云うことです。 
一般の業務用通信においては、回りの者に聞える方が都合の良いモノの多いのです。 
私も、四国電力からデジタル化も良いがアナログ波も確保できないかと云われたことがあります。 
原発事故の直後のヒヤリングで聴いたら、デジタルは確実に迅速に通信が出来るかどうかわからないとい

うのです。 
福島第一原発の事故の時は、多数の特定小電力や簡易無線等の無線機が大量に持ち込まれたということが

あります。一回線や二回線の専用波ではどうにもなりません。 
混信が多少あっても、大量の回線が必要になるのです。この場合に、アナログ波ならどんな通信をしてい

るかも分かるし、お互いに別の周波数に変波できるからです。 
この為にはアナログ波の方が、都合が良いのです。 
そうした意味で、日頃はパーソナル用途や業務用の簡易無線のような使い方をさせて、いざという時に備

える方が、日頃から特定の専用波を少数用意しておくより、周波数の利用効率は高まります。 
それにパーソナル用途や簡易無線を用意すれば、トラックや小型漁船、その他の自動車、ガソリンスタン

ド等にも設置されるので、大量に安く作れます。 
具体的に話せば、１４２～１４４ＭＨｚの２ＭＨｚに、ＲＺ－ＳＳＢ方式とデジタル無線を共用させて、

５ｋＨｚ間隔で並べたら、４００チャンネル用意できます。 
５ｋＨｚあったら、１チャンネルのデジタル方式は可能のはずです。 
理由は周波数の安定度が高くなり、周波数偏差によるチャンネル間隔の拡大の必要性はないからです。 
今は４００ＭＨｚ帯の再ナロー化で、ＲＺ－ＳＳＢ方式やデジタル方式は、６．２５ｋＨｚ間隔になって

いるが、周波数偏差によるチャンネル間隔の増加を考慮しなければ、５ｋＨｚで充分のはずです。 
私は、携帯電話の基地局の書面検査を行ったが、ほとんど周波数偏差はゼロＨｚです。ごく稀に、１Ｈｚ

とか２Ｈｚとか書いてきたが、それは古い基地局の設備だと思います。 
そうした技術はごく普通の技術となっていて、１ＧＨｚ以下では端末も含めて、大量生産さえされたら、

周波数偏差はゼロだろうと思うのです。 
このことは、アナログのＲＺ－ＳＳＢ方式以外の方式のＳＳＢ方式を使っても、細かな周波数調整をしな

くても、可能と云うことを意味しています。 
ＲＺ－ＳＳＢ方式の利点は、音質がＰＭ変調（位相変調）で復調するので、狭帯域ＦＭ並みに良いことで
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す。 
そうした利点も含めて、アナログ波は、変形ＲＺ－ＳＳＢ方式を提案したいと思います。 
それは電界強度（受信入力）が充分ある時は、ＰＭ変調として扱い音質に利点を置くが、ある一定以下の

レベルになると音質が急速に悪くなるので、その前の電界強度で一般のＳＳＢの変調で復調したら通達距離

は伸びます。 
アナログ波ならば、４ｋＨｚ間隔でも充分だが、デジタルとの兼ね合いで、５ｋＨｚ間隔にしただけであ

り、その分音質を良いように工夫もした方が良いですね。 
人間の音声は、３００Ｈｚ～３０００Ｈｚまたは、３５０～２７００Ｈｚの間が伝送出来れば充分と云わ

れているが、せっかく５ｋＨｚ間隔のＳＳＢ方式を用いるならば、２００～４８００Ｈｚ程度を復調出来る

音声特性がよいと思われます。 
この辺りは無線機を製造する時にメーカーは、私が云わなくても気が付くと思います。 
広域の音声を伝送する為には、低い周波数成分も同時に送らないと不自然な音声になります。 
今までは、何でも放送関係の送受信機を除けば、何でも最大変調周波数を３ｋＨｚにしていたが、デジタ

ルと共存させるには、少しその感覚は変える必要があるということです。 
当然に、トーンスケルチ装置を付けることも考えられるので、その場合はトーン周波数の周波数も変わる

ということです。 
５ｋＨｚのチャンネル間隔で、２００～４８００Ｈｚの帯域を送るとすれば、フィルターはかなり急峻な

フィルターが必要になりますが、この程度ならばアマチュア無線機の水晶フィルターを使えば可能だと思い

ます。 
水晶フィルターを８個もしくは１０個の高級型を用いれば、そう難しくはありません。 
また、４６００Ｈｚの帯域伝送が可能ならば、デジタル伝送も余裕があり、その分、強力な符合訂正機能

を付けられます。 
このようにデジタル波とアナログ波を共用することで、周波数を整理したら１５０ＭＨｚ帯（一応ここで

は、１４２～１７０ＭＨｚ）は、上の部分の１６０～１７０ＭＨｚも整理が付いて、空けることができるの

ではないですか。 
もし、１７０～２０２．５ＭＨｚの公共ブロードバンドに、ＮＴＴの固定電話を入れるとすれば、将来的

に帯域は広い方が良いだろうということです。 
ＮＴＴの固定電話が入れば、若干でも帯域が増えたら、その分でも大規模災害時に固定電話での通信を確

保できるというメリットがあります。 
そうした意味でも可能な限り、１５０ＭＨｚ帯の官庁無線は２６０ＭＨｚ帯に移したいのです。 
警察等は不満かもしれないが、１６０ＭＨｚ帯の警察無線はデジタル化されたモノを聞かれたこともあり

ますよね。 
あのやり方では、パソコンで解析したら、そう受信は難しくありません。 
それよりも、２６０ＭＨｚ帯で多重化することで、暗号解読を難しくした方が効果的です。 
しかも、官庁用無線が１５０ＭＨｚ帯から２６０ＭＨｚ帯に移ることで、価格も安くなると思うのです。 
逆に１５０ＭＨｚ帯は、警察や海上保安庁からのお知らせという形で、事件等の情報提供を、自動車や漁

船等をお願いしたらどうですか。 
それから、交通違反の取り締まり情報が漏れるとかもあるが、スピード違反はオービスに任せたら楽にな

ります。 
オービスの設置個所を増やしたら、自動的にスピード違反の取り締まりが出来ます。 
オービスありと表示をして、危険な運転者は取り締まれるようにして置けば、個々の問題は解決するし、

いろいろ警察も忙しいので、他の仕事に警察官を振り向けたらどうですか。 
今は、携帯電話が普及したから、単純なスピード違反は直ぐに回りに情報が判ります。 
それよりも、高度なテクニックが必要な白バイで捕まえる方が効果的です。 
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私が云う方式に変えたら、１５０ＭＨｚ帯で１０ＭＨｚもの帯域は要らないと思うのです。 
１０ＭＨｚの帯域をこの方式に変えたら、２０００チャンネルです。 
そうした意味では、この方式で警察もデジタル化も出来ますよ。 
それよりも、２６０ＭＨｚ帯に移った方が賢いと思います。それは同じ１５０ＭＨｚ帯と同じ方式が２６

０ＭＨｚ帯にはないからです。 
これならば、周波数不足がないのがよくわかるでしょう。 
２ＭＨｚ単位で、周波数毎に複数のメーカーも入れます。 
こうした工夫をしたら、結構、無線需要は高まります。 
その代わりに、無線機の値段はアマチュア無線の無線機の値段とほぼ同額です。 
１台が３万円程度になると思います。 
タクシー無線も１００台以下の小規模な業者は、この無線機で充分です。この方式ならば無線機を二台付

けて、一台をＧＰＳのデーター専用にして、もう一台を音声専用に出来ます。 
これならば、タクシー無線のデジタル化も苦しまなくても可能です。 
あらゆる無線需要で、比較的長距離通信を望むものを１５０ＭＨｚ帯で引き受けるということです。 
この技術を使えば、海上通信に使われる１５０ＭＨｚ帯もいずれは、ＦＭ方式から移ると思うのです。こ

れは１ＭＨｚもあればよいでしょう。 
これらを合わせたら、アマチュア２ＭＨｚ（１４４～１４６ＭＨｚ）も含めて、１３ＭＨｚとなり、１４

２＋１３＝１５５ＭＨｚまでで、ほぼ完全に収まります。 
これならば、１６０～１７０ＭＨｚは完全に空けることが可能でしょう。この部分は、ふくそう時にも固

定電話が使う帯域と考えれば、完全に電話が切れません。 
ガードバンドを２．５ＭＨｚ取っても、後２．５ＭＨｚ残っています。 
ここにラジオの中継用の無線機等を移せば何の問題も生じません。 
これが新たな１５０ＭＨｚ帯の再編計画にしたら、結果的には誰も損はしないと思います。 
当然、電波利用料に相当するお金を支払ってもらうが、これについては、蔵出し税として１台の無線機に

２０００円をプラスすれば、年間に１００万台以上は見込めるので、２０億円程度は税収が見込めます。 
もし、ヒット商品になり年間５００万台（自動車の国内登録台数）とすれば、年間１００億円の電波利用

料が見込めます。 
これならば、免許等の煩雑な手続きも要りません。お金がザクザク入って来る世界です。 
これなら固定チャンネル方式であり、パーソナル無線のように不法改造する必要もありません。彼らが使

う方式をそのまま認めているのですから、改造して使う必要もないし、暴力団等が入れば、別の無線機に変

えたら、別の周波数に移れます。 
無線機１台が、３万円ですから文句は出ないと思いますよ。 
無線機を大量にさえ作れば、需要があればこれでメーカー引きあいます。 
それはアイフォンの廉価版でも９９ドルだからです。 
売る場所は日本にとどまりません。 
アマチュア無線機は大量に１９７０年代から輸出しました。それでアメリカの有名メーカーを大分潰しま

した。ドレークやコリンズとか完全に日本メーカーが潰したのです。 
輸出対象国が、周波数や出力等を決めてくれたら輸出は可能です。当然、日本で作る必要もありません。

ブランドは日本メーカーになると思います。 
それから、２２２～４７０ＭＨｚの間も同じです。 
今は、非常に効率の悪い使い方になっているが、大量生産を行えば、２６０ＭＨｚ帯だけでなく、他の周

波数帯も大きく変わります。 
１台が３万円程度の無線機にしたら、需要はあると思うが、４００ＭＨｚ帯は今ある古い特定小電力等の

無線機もきれいに整理すれば、電波を国民は自由に使えるとともに、新たな産業が生まれます。 
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特に小電力の無線機は、数千円程度で充分です。その分大量に売れます。 
電線を通す代わりに、無線機を使うと云う発想です。玄関のドアフォンと居間の間を無線で結べば、穴を

あけて電線を通す必要がありません。 
それならば工事も簡単になるし、安く施行できるようになるので、いろいろなモノが売れます。 
これからは高齢化時代です。 
高齢者にも無線の有難味が判ると思うのです。 
電気ポット一つにも無線を上手く使えば、元気でお湯を使っているかが役場で分かります。固定電話回線

と電気ポットを無線回線で結んで置いて、長く使わなければ、異常を役場に通報すれば、孤独死を防げます。 
その他にもトイレのドア等にもセンサーを付けて置けば、固定電話の回線を通して、一人暮らしの高齢者

が、元気かどうかが分かります。 
一日以上家を空ける時は、事前に旅行中とかのボタンを押して置けば、分かると連絡すればとても合理的

です。 
これは医療費の節約にもつながります。入院期間を短くしても、バックアップ体制があれば万全です。本

人も住み慣れた家での生活を望むと思うのです。 
そうした意味で無線を上手く使うことは、産業だけでなく、医療や介護等にも大きな影響を与えます。い

ろいろな経費を安く抑えられます。 
それで、私が考えるのは、４００ＭＨｚ帯は基本的には、固定回線に使えばどうかと考えています。 
要するに、民生用の移動無線は１５０ＭＨｚ帯が主体になります。２６０ＭＨｚ帯に官庁無線を割り当て

るが、中継回線が必要です。それを４００ＭＨｚ帯の固定回線で賄えばとても安いのです。 
例えば、直径４メートルのディシュパラボラを使えば、約２６ｄＢ程度の非常に鋭い指向性を得られます。

中継所と役場の間をお互いにディシュパラボラで結べば、５０ｄＢのアンテナ利得を稼げます。 
それで中継所との間が見通せなくても、山の回折で結ぶことが可能です。 
しかもディシュパラパラは金網で出来ているので、受風面積は少ないのです。 
この辺りは、６０ＭＨｚ帯との比較は要るが、両者を上手く使い分ければ、ものすごく安い中継回線が出

来ます。 
松山市ならば、行道山まで６．５ＧＨｚか７．５ＧＨｚの回線を使っているが、これを４００ＭＨｚ帯に

移して、２６０ＭＨｚ帯の防災行政無線や消防・救急無線と一体にします。 
たった５チャンネルの音声通信を送るのにマイクロ波は値段が高すぎます。 
本省は嫌うが、ＳＳ－ＳＳの４００ＭＨｚ帯の対向多重方式で充分です。その後の香川県防災では結局認

めました。この松山市の設計には私は関わっていません。 
さらに、北条地区にも中継所を設けて直接、４００ＭＨｚ帯の固定回線で結べば、山を簡単に超えて行き

ます。 
途中に固定回線用の中継所は要りません。 
一発で結べたら、予備装置も含めても安いです。 
これを一般化したらとても安い固定回線が出来るので、かなり無線機が売れると思うのです。 
これも２６０ＭＨｚ帯にデジタル化に併せて出すと安くなります。 
支所からも、制御ができるようにして置くのもよいかと思います。 
それは同時に、１５０ＭＨｚ帯から安く防災行政無線、消防・救急無線が移れることを意味しています。 
消防の放水車の筒先と消防車の間の通信は、特定小電力で充分だと思います。 
通常は何十メーターとか最大でも数百メーターです。多チャンネルの特定小電力で充分だと思うのです。 
それも１５０ＭＨｚ帯のアナログとデジタルの共用波を使ってもよいと思います。近くなので完全に混信

があってもかぶせれば問題ありません。 
こうした意味でも、多チャンネル化して置けば、無線機も安くなるし、別の用途にも使えます。 
消防局でも１５０ＭＨｚ帯の無線機を百台くらい買って置き、平常時は訓練等に使っておけば、混信があ

(85 / 86)



っても問題ない事が判ります。 
一台の無線機が３５万～４０万円もしたらそんな発想になりません。これなら１台３万円であり、１００

台買っても、３００万円です。 
備品として、消防車に２～３台積めます。それ以外にも、予備の装置も多数持っていてもそれ程負担には

なりません。 
私が、４００ＭＨｚ帯の主たる用途を固定通信にしたのは、鋭い指向性を使い携帯電話の基地局の固定通

信にも用いることが出来ないかと考えるからです。 
まず、官庁用の基地局等を２６０ＭＨｚ帯に移して、その時に優先的に４００ＭＨｚ帯の基地局との間の

固定通信に使わせます。 
しかし、それでも残ると思うのです。 
それを山間部での電気通信用の固定回線に使えないかということです。 
これなら帯域も広い無線機が相当に出ます。 
これはある程度先者の勝ちになるが、これでかなり安く過疎地の携帯電話が整備たれると思うのです。 
もちろん、固定電話を収容するならば公共ブロードバンド用の中継としても用いることが出来ます。 
指向性が鋭いので適正に使えば、相当数の無線機が出ます。 
当然、４００ＭＨｚ帯の一部は特定小電力のような無免許で使えるようにしますが、この固定間通信は混

信の可能性があるので、免許制度を入れる必要があります。 
そのためには出来る限り４００ＭＨｚ帯の移動通信用の節約した周波数の使い方になると思います。 
それでも、さっきも言ったように、ドアフォンのような画像伝送も出来るようにします。その周波数は４

００ＭＨｚ帯になると思うのです。 
このように考えれば、２２２～４７０ＭＨｚは本当に再編しながら使えば、携帯電話の負担をかなり軽減

できます。 
それならば、携帯電話事業者が主として出した電波利用料を４７０ＭＨｚ以下の周波数の再編に使っても

文句が出ないと思うのです。 
それと都道府県の地上系防災行政無線も古くなっているので、放置できないと思うのです。 
これも安く更新出来るように考えないといけません。 
これも移動系は２６０ＭＨｚ帯に集約して、さらにマイクロ波帯の固定局通信も６．５Ｇや７．５Ｇの無

線機を安く大量生産できれば、それは電気通信事業者の為にもなります。 
今までのコストの数分の一で改修できれば、補助金に頼らなくても整備できます。 
度道府県の衛星系防災行政無線は、南海トラフの連動地震が起きたら、衛星のトランスポンダ（中継器）

を共用しているので切れますよ。 
そうした意味でも、都道府県の地上系防災行政無線の整備を考えておいた方がよいと思います。 
これについても、公共ブロードバンドとの絡みもありますね。 
この辺りも含めて、全体としてどのような通信体系にするのか考える時期です。 
その最先端の技術は、発展途上国にも輸出できますよ。 
だいたい、これで私の考え方が分かったと思うのです。 
まあ、私のことは去年に電波有効利用の促進に関する検討会を第三回から終りまで傍聴したので知ってい

ると思います。 
ついでに、公務員の制度とも絡むので、その意見と６０ＭＨｚ帯デジタル同報系防災行政無線の低廉化と

併せてお送りします。これは別に基幹通信課の担当部署にも送っています。 
後は、情報の共有をお願いします。 
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